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３．事業の実施状況 

 事業区分１：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

 事業区分２：居宅等における医療の提供に関する事業 

 事業区分４：医療従事者の確保に関する事業 
 

  

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設⼜は設備の整備に関する事業  

事業名 
【No.01（医療分）】 

診療情報ネットワーク活⽤拡⼤事業 
【総事業費】 

227,632 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県医師会 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護
ニーズ 

ICT技術の活⽤により病・病、病・診連携及び多職種による情報共有を促し、急変時
をはじめとした県⺠の救急医療に関する不安の解消を図る。 
アウトカム指標︓当該ネットワークによる情報共有が可能となる在宅療養患者等数の増
加（平成 29 年 12 月時点で 7,011 ⼈を、平成 30 年度末までに 10,000 ⼈まで増
加させる）  

事業の内容 
（当初計画） 

病・病連携、病・診連携、多職種連携を目指した医療情報ネットワークシステムを県
医師会において構築する上で必要な整備等にかかる経費に対して助成する。  

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ 登録医療機関数︓644（H29.12）→ 800(H30 年度末)  

アウトプット指標 
（達成値） 

・ 登録医療機関数︓729（H31.3） 
介護施設等を含め医療機関等に広くシステム利⽤の働きかけを⾏い、令和元年 12

月現在、登録医療機関数は申込も含めると約 800 となっている。今後順調に増加する
⾒込みであり、令和元年度中にも登録機関数は目標達成⾒込みである。今後とも、引
き続き、県及び事業者において、独⾃に周知･広報を図り、事業展開を図っていく。  

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓当該ネットワークによる情報共有が可
能となる在宅療養患者等の増加 
観察できなかった 
観察できた  →  指標︓7,250 ⼈（H30.3）→8,394 ⼈（H31.3） 
（１）事業の有効性 

サーバー容量の増設や救急隊が患者基本情報を参照するためのシステムの構築によ
り、登録患者が救急搬送された際に、迅速な救急医療を提供するための体制が整備さ
れた。また、各郡市医師会単位での説明会がすべて終了し、県下全域におけるネットワー
クの活⽤に向けた取り組みを⾏う地盤が整備された。今後当該ネットワークによる情報共
有が可能となる在宅療養患者の増加が⾒込まれる。 
（２）事業の効率性 
 県下全域を対象としたネットワークを構築することにより、システム構築のための費⽤を抑
えている。 

その他  



   

38 

 

 

 

  

事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

事業名 
【No.2（医療分）】 

がん患者等医科⻭科連携整備事業 
【総事業費】 

65,044 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県⻭科医師会、各病院 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

がん治療においては、化学療法や放射線療法により免疫⼒が低下し、⼝腔内のトラブ
ルが発⽣しやすく、治療スケジュールの変更や、治療⾃体の中⽌を余儀なくされることもあ
る。また外科⼿術前の⼝腔ケアが、肺炎等の術後合併症の予防に効果がある事も知ら
れている。 

しかし現状では、がん治療に⻭科専門職が介⼊できる体制や、医科・⻭科その他関係
職間の情報共有は不⼗分であり、治療における多職種連携の効果は⼗分に発揮されて
いない。⻭科専門職の介⼊と情報共有システムを活⽤した医療体制を整備し効果的な
連携を促進することで、急性期の治療期間を短縮し、急性期病棟から回復期病床への
転換につながることが⾒込まれる。 
アウトカム指標︓地域医療構想において不⾜するとされる回復期病床を令和 7
（2025）年までに 21,123 床確保する 

事業の内容 
（当初計画） 

 がん診療拠点病院への⻭科専門職の配置を促進する。また、患者情報や治療内容に
ついて病院医科・⻭科と地域⻭科診療所、および関係職（栄養⼠、看護師）間で共
有する情報共有システムを整備する。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ ⻭科専門職を配置するがん診療拠点病院数の増加︓17 病院（H29）→ 19 病
院（H30） 

・ システム活⽤のための講習会︓県内４地区で各１回 
アウトプット指標 
（達成値） 

・ ⻭科専門職を配置するがん診療拠点病院数の増加︓17 病院（H29）→ 18 病
院（H30） 

・ システム活⽤のための講習会︓県内３地区で計４回 
事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓ 

観察できなかった 
観察できた 
代替え指標 
①情報共有システム登録診療所数の増加︓483 施設(H29)→528 施設(H30) 
②情報共有システム登録ユーザー数の増加︓776 名(H29)→1449 名(H30) 
（１）事業の有効性 

がん治療における医科⻭科連携の強化により、地域医療構想の達成に向けて必要と
される病床の機能分化・連携が促進された。 
（２）事業の効率性 

講習会の開催によって、効率的にシステムの共通理解を得ることができた。 
その他  
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

事業名 
【No.03（医療分）】 

周術期⼝腔ケア連携⽀援事業 
【総事業費】 

8,944 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県⻭科医師会 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

がん治療においては、化学療法や放射線療法により免疫⼒が低下し、⼝腔内のトラブ
ルが発⽣しやすく、治療スケジュールの変更や、治療⾃体の中⽌を余儀なくされることもあ
る。また外科⼿術前の⼝腔ケアが、肺炎等の術後合併症の予防に効果がある事も知ら
れている。がん治療における急性期の短縮および回復期病床の整備のため、医科・⻭科
の効果的な連携を促進する必要がある。 
アウトカム指標︓地域医療構想において不⾜するとされる回復期病床を令和 7
（2025）年までに 21,123 床確保する 

事業の内容 
（当初計画） 

がん診療拠点病院以外の病院と地域⻭科診療所との連携のコーディネートを⾏うた
め、周術期⼝腔ケア連携⽀援センターを設置し、⻭科専門職を配置する。また、がん患
者が質の⾼い周術期⼝腔ケアを受ける機会を確保するため、⻭科専門職とその他の医
療関係者を対象とした研修会を開催する。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ 周術期⼝腔ケア推進のための病診連携事業についての専属の⻭科専門職 2 名を県
⻭科医師会に配置 

・ 啓発を目的とした研修会参加者数︓120 名以上 
アウトプット指標 
（達成値） 

・ 周術期⼝腔ケア推進のための病診連携事業についての専属の⻭科専門職 2 名を県
⻭科医師会に配置 

・ 啓発を目的とした研修会参加者数︓136 名 
事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓  

観察できなかった 
観察できた 
代替え指標︓⻭科専門職によるコーディネート件数︓６件 
（１）事業の有効性 

病診連携の強化により、地域医療構想達成に向けて必要とされる病床機能分化・連
携が促進された。 
（２）事業の効率性 

研修会の開催によって、効率的に周術期⼝腔ケアに関する知識の共有がなされた。 
その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成にむけた医療機関の施設⼜は設備の整備に関する事業 

事業名 
【No.04】 

⼩児医療機能分化・連携推進事業 
【総事業費】 

143,906 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託）、各病院 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護ニ
ーズ 

⼩児医療の分野では、⾼度医療を担う医療施設の機能維持と安定的な運営の確保
が課題となっていることに加え、急性期を脱した患児の受⼊を担う地域の医療機関の⽀援
体制が⼗分に整っていないことから、医療機能の分化と連携が進んでいない。 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化・連携を促進するため、⼩児医療にお
ける⾼度急性期病床の運営を⽀援するとともに、⾼度急性期からの退院患児を受け⼊れ
る受け皿を整備し、医療機関の連携体制を構築することが急務である。 
アウトカム指標︓地域医療構想において不⾜するとされる回復期病床を令和 7
（2025）年までに 21,123 床確保する 

事業の内容 
（当初計画） 

⼩児医療に必要となる⾼度急性期病床の維持・確保に必要となる医療機器の
購⼊及びその運営に対する⽀援を⾏うとともに、NICU を有する地域の医療機関
において、地域の⼩児科医等に対する NICU 退院患児研修会等を実施する。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・⼩児医療に関わる医師、看護職員等の研修会の開催及び受講者数︓年間 800 ⼈ 
・⼩児⾼度専門医療を担う病院の整備数︓１施設 

アウトプット指標 
（達成値） 

・⼩児医療に関わる医師、看護職員等の研修会の開催及び受講者数︓年間 1,123   ⼈ 
・⼩児⾼度専門医療を担う病院の整備数︓１施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後1年以内のアウトカム指標︓地域医療構想において不⾜するとされる
回復期病床を令和 7(2025)床(H28)年までに 21,123 床数の維持・確保 
観察できなかった 
観察できた→指標︓9,976 床(H29) →10,711 床(H30)  
（１）事業の有効性 
 拠点となる病院において、⼩児医療に関する研修や同⾏訪問研修、院内外の
多職種と情報共有を図ることで、専門性を⾼める研修となった。 
（２）事業の効率性 
 療養児の在宅移⾏に向けて院内の関係部署の連携会議の開催及び院内検討
会、地域移⾏に必要な関係機関を含めた研修会の開催等事業展開が図られ
る。 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想達成に向けた医療機関の施設⼜は設備の整備に関する事業  

事業名 
【No.05（医療分）】 

がん診療施設設備整備事業 
【総事業費】 

282,681 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 各医療機関 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護
ニーズ 

がん予防の機能を担うかかりつけ医等から照会があったがんが疑われる患者に
対し、がんの診断・治療の機能を担う病院が、がんの早期発⾒、早期治療に的
確に対応できるよう、設備整備を⽀援することでがん診療機能の充実を図るととも
にがんの医療連携を促進することにより、地域医療構想の達成に向けた病床の機
能分化・連携を促進する。 
アウトカム指標︓地域医療構想において不⾜するとされる回復期病床を令和 7
（2025）年までに 21,123 床確保する 

事業の内容 
（当初計画） 

がんの診療、治療を⾏う病院の設備整備に対する⽀援を⾏う。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ 平成 30 年度整備数︓９医療機関 

アウトプット指標 
（達成値） 

・ 平成 30 年度整備数︓８医療機関 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓地域医療構想において不⾜するとされ
る回復期病床を令和 7(2025)年までに 21,123 床数の維持・確保 
観察できなかった 
観察できた  →  指標︓9,976 床(H29) →10,711 床(H30)   
（１）事業の有効性 

がんの診断、治療を⾏う病院が⾏う医療機器の導⼊等に対する財政的な⽀
援を⾏うことにより、県内におけるがんの医療提供体制の充実確保が図られた。 
（２）事業の効率性 

県が補助対象事業の取りまとめを⾏うことによって、がんに係る医療資源の地域
偏在を是正し、県内全域におけるがん治療⽔準の均てん化が図られた。 

その他  
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

事業名 
【No.6（医療分）】 

病床機能分化・連携促進事業 
【総事業費】 

2,229,043 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県・各医療機関 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

段階の世代が全て 75 歳以上となる令和 7（2025）年のあるべき医療提供体制を
⽰した地域医療構想において将来不⾜するとされている回復期病床を確保するため、⾼
度急性期、急性期または慢性期病床から回復期病床への機能転換を促進する必要が
ある。 
アウトカム指標︓（H30︓回復期 20 床） 

事業の内容 
（当初計画） 

急性期病床や慢性期病床から回復期病床への機能転換が円滑に図られるよう協議
を進めるとともに、医療機関が病床機能を転換する際に必要となる施設及び設備の整備
や、地域医療構想の達成に向けた医療機関の事業縮⼩の際に要する建物、医療機器
の処分に係る損失等に対して助成する。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

整備を⾏う施設数︓１施設（H30） 

アウトプット指標 
（達成値） 整備を⾏う施設数︓1 施設（H30） 

事業の有効性・効率性 
事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓観察できなかった 
観察できた  →  指標︓１施設２０床 

（１）事業の有効性 
医療機関の円滑な病床機能転換を⽀援することで、地域医療構想達成に向けて必

要とされる回復期病床の確保が図られる。 
（２）事業の効率性 

医療機関への周知を適宜⾏うことで助成事業の活⽤を促し、回復期病床への転換を
効率的に進められた。 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設⼜は設備の整備に関する事業 

事業名 
【No.07】 

慢性期機能分化・連携推進事業 
【総事業費】 

339,511 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託）、各郡市区医師会 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護
ニーズ 

地域医療構想において将来必要とされる回復期病床の整備を⾏うには、急性
期病床から回復期病床への機能転換のみならず、慢性期病床から回復期病床
への機能転換が必要不可⽋である。 
アウトカム指標︓令和 7（2025）年における回復期病床及び慢性期病床数
（21,123 床、15,629 床） 

事業の内容 
（当初計画） 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化を推進するため、慢性期から
回復期病床への機能転換を⾏う医療機関等、関係機関間での連携体制を郡
市区医師会単位で構築し、病院、診療所間における患者の容態急変時等の緊
急バックアップ、主治医・副主治医等に関する体制等に関するルールづくりを⾏う
が、この体制整備の⼀環として、知⾒を持つ県医師会理事や先進地からの講師
をアドバイザーとして派遣するもの。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・病診連携等に係る事務局設置地域数︓30 地域（郡市区単位） 
・連携会議・研修会開催地域数︓30 地域（各 2〜3 回程度開催） 

アウトプット指標 
（達成値） 

・病診連携等に係る事務局設置地域数︓30 地域（郡市区単位） 
・連携会議・研修会開催地域数︓27 地域（各 2〜3 回程度開催） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓訪問診療を受ける患者数の増加 
観察できなかった → 代替指標:訪問診療を受ける患者数２８，００１⼈／

月から 3１,０９５⼈／月に増加 
観察できた  
（１）事業の有効性 
 慢性期から回復期病床への機能転換を⾏う医療機関等、関係機関間での連
携体制の郡市区医師会単位での構築に対し、講師やアドバイザー派遣により⽀
援が有効に図られる。 
（２）事業の効率性 
 病床の機能転換に関して、地域によって抱える課題が異なることから、郡市区医
師会ごとに事業を実施することで、地域特性に応じた機能転換の取組が図られ
る。 

その他  
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

事業名 
【No.08（医療分）】 

ＩＣＴを活⽤した急性期機能分化・連携促進モデル事業 
【総事業費】 

5,199 千円 
事業の対象となる区域 粕屋区域 
事業の実施主体 粕屋医師会 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

地域医療構想は、地域（本県では 13 の⼆次保健医療圏を構想区域として設定）
ごとに異なる医療需要の変化に対し、地域（区域）の実情に応じた医療資源の効果的
かつ効率的配置を促すことを目的としており、各地域における⾃⼰完結率を⾼め、地域
内での診療体制を確保することが求められている。 

粕屋区域においては、急性⼼筋梗塞並びに狭⼼症の⾃⼰完結率が他の区域と比し
て低く、粕屋区域外へ搬送された患者を対応する近隣区域の医療資源にとって負担とな
っている。 

粕屋区域地域医療構想調整会議においても、区域内の⾃⼰完結率を上昇させる取
り組みが必要であるとの意⾒が出ている。 
アウトカム指標︓粕屋区域の⼼疾患に係る⾃⼰完結率の向上（急性⼼筋梗
塞:50.38%(H27)、狭⼼症:51.73%(H27)） 

事業の内容 
（当初計画） 

 粕屋区域内の三次救急及び⼆次救急医療機関の専門医が搬送中の患者の⼼電
図を閲覧できるシステムを構築し、急性⼼筋梗塞等の症状の早期診断及び症状に応じ
た⾃院での受け⼊れ可否判断、医療機関到着後の速やかな治療開始を可能とする体
制の整備に対して助成する。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ 整備するクラウド対応⼼電計数︓４台 

アウトプット指標 
（達成値） ・ 整備するクラウド対応⼼電計数︓3 台 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓粕屋区域の⼼疾患に係る⾃⼰完結率の向上
（急性⼼筋梗塞:50.38%(H27)、狭⼼症:51.73%(H27)） 
観察できなかった 
観察できた 
令和 2 年度に事業主体からの報告があり次第記載する。 
（１）事業の有効性 

地域医療構想は、地域ごとに異なる医療需要の変化に対し、地域（区域）の実情
に応じた医療資源の効果的かつ効率的配置を促すことを目的としており、本事業の実施
により、各地域における⾃⼰完結率を⾼め、地域内での診療体制を確保することが⾒込
まれる。 
（２）事業の効率性 

設備整備に当たって、⼊札を実施することにより、コストの低下を図っている。 
その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【No.9】 

在宅医療推進のための情報集積システム開発事業 
【総事業費】 

19,841 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡市 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護
ニーズ 

かつ効果的な医療と介護の提供に向け、医療機関が相互にまた様々なサービス
事業者と連携するための情報共有基盤の整備と、医療・介護ニーズをタイムリー
に把握するための仕組みを構築する必要がある。 
アウトカム指標︓訪問診療を受ける患者数の増加（H29:28,001 ⼈/月→
H35:42,095 ⼈/月） 

事業の内容 
（当初計画） 

在宅医療体制に関わる情報の収集・分析、市⺠・医療関係者への提供を⾏うシ
ステムの拡充。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ 平成 30 年度末までに蓄積するビッグデータ（⼈⼝・医療・介護・健診）数︓
約 37 億 2 千万件 

アウトプット指標 
（達成値） 

・ 平成 3１年 3 月末現在，約 2８億 7 千万件のデータを蓄積。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓訪問診療を受ける患者数の増加 
観察できなかった 
観察できた → 指標:訪問診療を受ける患者数 33,217 ⼈(H29 比 19％増) 
（１）事業の有効性 

医療・介護データの⼀元化とその活⽤により、在宅ケア関係者の負担軽減、サ
ービスの質の向上、住⺠の利便性向上が図られる。 
（２）事業の効率性 

施策⽴案時における医療・介護・健診の相関分析の実現や，介護認定結果
を関係者にオンラインで開⽰するなど，事務事業の効率化に貢献。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【No.10】 

デイホスピス定着促進事業 
【総事業費】 

50,804 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 各郡市区医師会 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護
ニーズ 

現⾏制度でカバーされない医療依存度の⾼い在宅療養患者の⽣活⽀援及
び精神的ケア並びに家族の介護負担の軽減による患者及び家族のＱＯＬの向
上を図る。 
アウトカム指標︓訪問診療を受ける患者数の増加（H29:28,001 ⼈/月→
H35:42,095 ⼈/月） 

事業の内容 
（当初計画） 

若年のがん末期など、医療依存度が⾼い在宅療養患者が日中通所できる場
を開設し、療養相談や情報交換、作業療法等のサービスを提供する。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ デイホスピスを設置︓３箇所 

アウトプット指標 
（達成値） 

・ デイホスピスを設置︓３箇所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓訪問診療を受ける患者数の増加 
観察できなかった 
観察できた → 指標:訪問診療を受ける患者数 31,095 ⼈／月  

（H30 年度 在宅療養⽀援診療所等調査結果） 
（１）事業の有効性 

本事業に取り組みはじめ、医療依存度の⾼い在宅療養患者の居場所づくり
及び家族の⽀援が進み始めた。 
（２）事業の効率性 
 現在開設している３カ所のデイホスピスの運営⽅法等について情報を共有し、
地域の実情に応じボランティアを活⽤する等して効率的に事業を実施することが
できた。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【No.11】 

地域在宅医療⽀援センター機能強化事業 
【総事業費】 

29,506 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護
ニーズ 

市町村が取り組む在宅医療・介護連携事業の効果的かつ積極的な実施の
ため、在宅医療・介護に関するデータの提供・分析や、保健所による市町村と郡
市区医師会等関係機関との調整等の⽀援を⾏う必要がある。 
アウトカム指標︓訪問診療を受ける患者数の増加（H29:28,001 ⼈/月→
H35:42,095 ⼈/月） 

事業の内容 
（当初計画） 

保健所に「在宅医療・介護連携⽀援員」を配置し、地域の医療介護連携の
実態把握、管内市町村へのデータ提供・分析や郡市区医師会等関係団体との
連携会議の開催、課題の検討に対する助⾔等の⽀援を⾏う。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ 在宅医療・介護連携⽀援員の設置数︓９ 

アウトプット指標 
（達成値） 

・ 在宅医療・介護連携⽀援員の設置数︓９ 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓訪問診療を受ける患者数の増加 
観察できなかった 
観察できた → 指標:訪問診療を受ける患者数 3１,０９５⼈／月 

（１）事業の有効性 
本事業により地域の医療介護連携の実態把握、管内市町村へのデータ提供

等が進むことで市町村の在宅医療・介護連携事業への⽀援が進んだ。 
（２）事業の効率性 
 各保健所に在宅医療・介護連携⽀援員を配置することで、地域の実情に応じ
た⽀援を⾏うことができ、効率的に事業を実施することができた。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【No.12（医療分）】 
 精神科病院における医療保護⼊院者退院⽀援委員会推進事業  

【総事業費】 
3,311 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託） 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

病院から地域⽣活への移⾏・定着を図るため、医療保護⼊院者退院⽀援委員会に
地域援助事業者等⽀援関係機関の参加を促進する必要がある。 
アウトカム指標︓⼊院後１年時点での退院率の向上（H26:88％→R2:90％以
上）  

事業の内容 
（当初計画） 

・ 医療保護⼊院者退院⽀援委員会への地域援助事業者等⽀援関係者の参加促進
のための経費の助成。 
・ 早期退院、地域⽣活への移⾏のための情報交換会の開催。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ 本事業を活⽤して医療保護⼊院者退院⽀援委員会に参加した地域援助事業者数
（H30.3 時点:48 ⼈） 

アウトプット指標 
（達成値） 

・本事業を活⽤して医療保護⼊院者退院⽀援委員会に参加した地域援助事業者数 
（H31.3 時点:56 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓ 
観察できなかった 
観察できた 
平成 30 年度の精神保健福祉資料（NDB）が公表された後、観察することとする。 
（１）事業の有効性 

医療機関から地域援助事業者への⽀援の橋渡しがスムーズに⾏われ（連携
の構築）、⻑期⼊院精神障害者の早期退院、地域⽣活への移⾏の推進を図
ることができる。 
（２）事業の効率性 

精神科病院と地域援助事業者のそれぞれが把握している医療情報、福祉情
報を共有することにより、医療と地域⽀援双⽅に質の⾼いサービスが提供される。 

その他 本事業を活⽤していただくため、医療機関をはじめ関係機関に対し、広く⼀層の
周知に努めていく。 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【No.13】 

訪問看護ステーション連携強化・看取り促進事業 
【総事業費】 

13,702 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（⼀部委託） 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護
ニーズ 

⼩規模の訪問看護ステーション単独では 24 時間 365 日の対応が困難であ
り、今後増⼤する在宅での夜間・急変時・看取りのニーズや⾼度な医療管理のニ
ーズに⼗分対応できない。また、介護施設では、緩和ケアや看取りに対する知識
不⾜、看護師不在時の急変時対応の不安、家族の理解と協⼒の不⾜により看
取りの取組が進んでいない。 
アウトカム指標︓訪問診療を受ける患者数の増加（H29︓28,001 ⼈／月→
H35︓42,095 ⼈／月） 

事業の内容 
（当初計画） 

・ 県内を 19 の地域に分け、各地域にコーディネート役となる訪問看護ステーショ
ンを１つ選定し、以下の事業を実施。 
  ① 地域内のステーション管理者等を集めた交流会の開催 
  ② 地域内の訪問看護師に対して同⾏訪問研修を実施 

・ 介護施設関係者の看取りに関する理解を深める研修会を実施するとともに、
家族向け啓発資料を作成 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ 交流会開催地域数︓19 
・ 介護施設向け研修会開催地域数︓２ 

アウトプット指標 
（達成値） 

・ 交流会開催地域数︓19 
・ 介護施設向け研修会開催地域数︓３ 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓訪問診療を受ける患者数の増加 
観察できなかった 
観察できた → 指標:訪問診療を受ける患者数 3１,０９５⼈／月 
（１）事業の有効性 

本事業の実施により訪問看護師のスキルアップが図られるとともに、事業所間の
連携が深まることで、訪問看護体制の整備や看取りの促進につながっていくと考え
られる。 
（２）事業の効率性 

訪問看護師への⽀援と介護施設職員への⽀援を⼀体的に取り組むことで、訪
問診療を受けるための環境を効率的に整えることができる。 

その他  
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

事業名 
【No.14（医療分）】 

在宅薬物療法⽀援事業 
【総事業費】 

4,046 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県薬剤師会 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

医療の進展に伴い薬剤師の関与する薬物治療においても、新たな医薬品の増加や適正
使⽤に向けた⾼度な薬学的知識が必要となってきている。また、これまで病院内で⾏われてい
た⾼度な薬物療法が、超⾼齢社会の進展と治療システムの確⽴などにより、通院や在宅医
療へとシフトしている。今後も⾼度な治療を受ける在宅患者が増加することが予想されており、
患者が安⼼して在宅で過ごすためには、薬剤師の専門性を⾼め、⼊院時と同じ⽔準で在宅
でも薬物療法を受けることができる環境を整備することが必要である。薬剤師の⾼い専門性を
確保するため、複数の学会（団体）が認定薬剤師や専門薬剤師の認定を⾏っている。しか
し、現在これらの認定等に関する研修は、東京、⼤阪を中⼼に⾏われており、福岡県の薬剤
師が単位を修得することは困難であることから、研修を受講しやすい環境を整備する必要があ
る。 
アウトカム指標︓居宅療養管理指導料算定薬局数（H28:971 件→H30:1,226 件） 

事業の内容 
（当初計画） 

県薬剤師会が、認定薬剤師・専門薬剤師の認定を⾏っている団体（学会）と共同
で、県内で実施する研修事業に対して補助する。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

在宅薬物療法に関する専門的な研修会︓10 回開催（臨床腫瘍薬学３回、緩和
医療薬学３回、腎臓病薬物療法４回、参加者各 80 名以上） 

アウトプット指標 
（達成値） 

在宅薬物療法に関する専門的な研修会︓ 
臨床腫瘍薬学３回（①１４４名、②１３７名、③１２１名） 
緩和医療薬学３回（①１４９名、②１１９名、③１１５名） 
腎臓病薬物療法４回（①７７名、②７５名、③５８名、④７３名） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓居宅療養管理指導料算定薬局数
（H28:971 件→H30:1,226 件） 
観察できなかった → 居宅療養管理指導料算定薬局数1,196件（平成31年３月

時点） 
（１）事業の有効性 

本事業により居宅療養管理指導料算定薬局数が 1,196 件となった。目標値は下回
ったが、居宅療養管理指導料算定薬局数はH28年度971件、H29年度1,071件、
H30 年度 1,196 件と増加しており、薬局の在宅医療への参加に⼀定の効果がみられて
いる。 
（２）事業の効率性 

福岡県在宅医療推進協議会において事業実施の合意を得ており、真に必要な整備
に限定して実施している。また、研修内容の選定に当たっては、在宅薬物療法に関する
専門的な内容とし、効率化を図っている。 

その他  
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事業の区分 15．在宅患者等救急時電話相談事業 

事業名 
【No.015】 

在宅患者救急時電話相談事業 
【総事業費】 

96,349 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 3１年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護
ニーズ 

今後、⼊院患者の在宅医療への安定的な移⾏を促していくためには、退院後
の急変・急病時における相談体制を整備し、在宅療養時における不安の解消を
図っていく必要がある。 
アウトカム指標︓訪問診療を受ける患者数の増加（H29︓28,001 ⼈／月→
H35︓42,095 ⼈／月） 

事業の内容 
（当初計画） 

在宅療養時における急な病気やけがの際の受診等に関する電話相談を看護
師が 24 時間 365 日体制で⾏う。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ 相談受付件数︓33,000 件（平成 30 年度中） 

アウトプット指標 
（達成値） 

・ 相談受付件数︓43,020 件（平成 30 年度中） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓ 訪問診療を受ける患者数の増加 
観察できなかった 
観察できた → 指標:（H29︓28,001 ⼈／月→H30︓33,217 ⼈／月） 

（在⽀診等調査） 
（１）事業の有効性 

コールセンターの周知が進み、より多くの相談を受け付けたことによって、在宅で
の療養時における県⺠の不安解消につながった。 
（２）事業の効率性 

各市町村単位ではなく、県内全域を対象として 24 時間の電話相談体制を構
築したことによって、効率的な事業運営が可能となった。 

その他  
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

事業名 
【No.16（医療分）】 

地域医療⽀援センター運営事業 
【総事業費】 

35,607 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（⼀部委託） 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

① 全国的に⾒ると医師数に恵まれた本県であるが、地域や診療科によっては偏在があるため、医師のキャリ
ア形成と⼀体となった医師確保対策を実施し、偏在の緩和・解消を図る必要がある。  

② 医師派遣機能を有する⼤学病院や医師の養成を担う臨床研修病院が、臨床研修医を⼗分に確保で
きていない状況があるため、臨床研修医の確保の取組を⽀援する必要がある。  

③ 地域医療において活躍が期待される総合診療専門医について、その養成が都市部のみならず医師確保
が困難な地域においても⾏われるよう、専攻医を誘導し、研修中の⼀定期間診療に従事する医師の確保
を図る必要がある。 

アウトカム指標︓⼈⼝ 10 万対医師数が全国平均（H28:238.3 ⼈）以下の医療圏の医師数（粕屋
186.5 ⼈、宗像 162.1 ⼈、筑紫 189.9 ⼈、朝倉 181.2 ⼈、⼋⼥・筑後 211.3 ⼈、直⽅・鞍⼿ 188.3
⼈、⽥川 189.4 ⼈、京築 141.3 ⼈）について、平成 30 年までに 4%（対 H26 年度）の増加を図る。 

事業の内容 
（当初計画） 

① 医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体との連携・協⼒体制を強化するとともに、医師のキャリア
形成⽀援を充実させ、義務年限内の⾃治医科⼤学医師以外の医師も対象とした医師確保、医師派遣
の仕組みを構築する。これにより、医師確保が困難な医療圏（⽥川、京築、⼋⼥・筑後等）への医療提
供体制の充実を図る。  

② 県内臨床研修病院の紹介、臨床研修プログラムの概要などをまとめたガイドブックの制作・頒布、WEB ペ
ージの設置等を実施する。  

③ 医師確保が困難な８医療圏にある医療機関において専攻医が確保できるよう、専攻医を受け⼊れる態
勢整備に要する経費を補助する。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ 医師派遣・あっせん数︓29 名 
・ キャリア形成プログラムの作成数︓5 
・ 地域枠卒業医師数に対するキャリア形成プログラム参加医師数の割合︓100% 

アウトプット指標 
（達成値） 

・ 医師派遣・あっせん数︓29 名 
・ キャリア形成プログラムの作成数︓9 
・ 地域枠卒業医師数に対するキャリア形成プログラム参加医師数の割合︓100% 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓⼈⼝ 10 万対医療施設従事医師数 
観察できなかった  → 理由  平成 30 年度実施分の調査結果については、平成 31 年 12 月末公表 
観察できた             予定のため。（以下の数値は現状把握できる最新のもの） 

医療圏 粕屋 宗像 筑紫 朝倉 ⼋⼥・筑後 直⽅・鞍⼿ ⽥川 京築 
H26 169.0 166.8 186.5 181.6 203.4 179.7 187.7 141.1 
H28 186.5 162.1 189.9 181.2 211.3 188.3 189.4 141.3 

増減率 10.4 ▲2.8 1.8 ▲0.2 3.9 4.8 0.9 0.1 
 

（１）事業の有効性 
医師確保が困難な医療圏にある医療機関への医師派遣の調整や、医師確保が困難な診療科に 
従事する医師の養成を⽀援することで、医師の地域偏在・診療科偏在の改善を図り、医療提供体 
制の維持・向上に貢献している。 

（２）事業の効率性 
県内医療機関、関係団体等との連携・協⼒体制を構築し、県が調整を⾏うことで、効率的な施策 
の検討・調整及び事業の周知・実施が可能である。 

 

その他  



   

53 

 

 

 

  

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.17（医療分）】 

産科医等確保⽀援事業 
【総事業費】 

222,680 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 分娩取扱医療機関 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ 終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

本県の医師数は、全国的にみると恵まれた状況であり、産科・産婦⼈科の医師数は
微増傾向にあるが、地域によっては偏在が⾒られる。 
アウトカム指標︓ 
・ ⼿当⽀給施設の産科・産婦⼈科医師数︓前年度実績（H29︓377 名（⼿当⽀

給医師数））を上回る 
・ 分娩 1,000 件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦⼈科医師数︓ 

11.08 ⼈（H28）→増加を図る 
事業の内容 
（当初計画） 

産科医等に対し⽀給される分娩⼿当等への財政的⽀援を⾏う。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ ⼿当⽀給者数︓621 名（H29 実績）以上 
・ ⼿当⽀給施設数︓65 施設（H29 実績）以上 

アウトプット指標 
（達成値） 

・ ⼿当⽀給者数︓658 名 
・ ⼿当⽀給施設数︓66 施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後1年以内のアウトカム指標︓①⼿当⽀給施設の産科・産婦⼈科医師数②
分娩 1,000 件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦⼈科医師数 
観察できなかった 
観察できた   → 参考数値︓①H29︓377 名→H30︓425 名   
                    ②H28︓11.08 ⼈→H30︓11.10 ⼈ 
（１）事業の有効性 
 ⼿当という形で産科医等の所得を⽀援し、処遇改善を推進することで産科医等の確
保につなげることができる。 
（２）事業の効率性 
 分娩⼿当の⽀給実績に応じて補助を実施することにより、産科医療機関における分娩
⼿当の導⼊を促進し、実際に分娩を取り扱う産科医等の処遇改善を効果的に推進でき
る。 

その他  
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

事業名 
【No.18（医療分）】 

新⽣児医療担当医確保⽀援事業 
【総事業費】 

10,620 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 各病院 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

周産期医療提供体制を構築する上で必要不可⽋な新⽣児科医が、過酷な勤務環
境等により離職し、不⾜してしまうことを防ぐため、医療機関に対する財政⽀援により⼿当
⽀給を促し、新⽣児科医の処遇改善を図ることで、周産期医療体制を維持・確保して
いくことが急務である。 
アウトカム指標︓周産期⺟⼦医療センター内の周産期（新⽣児）専門医数の維持・
確保（H.28.4.1 現在 25 名） 

事業の内容 
（当初計画） 

出⽣後、新⽣児集中治療室（NICU）に⼊院する新⽣児を担当する医師に対する
⼿当への財政的⽀援（新⽣児担当医⼿当）。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ 新⽣児担当医⼿当を受給した⼩児科医数︓40 名 

アウトプット指標 
（達成値） ・ 新⽣児担当医⼿当を受給した⼩児科医数︓49 名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓周産期⺟⼦医療センター内の周産期（新⽣
児）専門医数の増加 
観察できなかった 
観察できた  →  指標︓28 名（H.30.4）→30 名（H.31.4） 
（１）事業の有効性 

新⽣児集中治療室（NICU）に⼊院する児を担当する医師に⽀給される⼿当に対
する財政的⽀援であり、過酷な勤務状況にある新⽣児科医の処遇改善を通じて、新⽣
児科医の確保・定着が図られる。 
（２）事業の効率性 

医師の処遇改善に深く関係する⼿当に対して、医療機関に直接助成を⾏うことで、効
率的に医師の処遇改善を促すことができる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.19】 

⼩児救急医療⽀援事業 
【総事業費】 

21,126 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 市町村 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護
ニーズ 

軽症⼩児の⼩児⼆次救急医療機関への時間外受診増加に伴う⼩児科医
の負担を軽減するため、休日・夜間における⼩児救急体制を確保する必要がある。 
アウトカム指標︓ 24 時間体制で⼩児⼆次救急医療体制が確保されている⼆
次医療圏（H29︓７医療圏）の維持 

事業の内容 
（当初計画） 

軽症患者の⼆次救急医療機関への受診集中による⼩児科医の負担軽減の
ため、地域の実情に応じ、地域の開業⼩児科医等が基幹病院に出務し、当該
病院の⼩児科医と連携することで、⼆次医療圏単位で休日・夜間における⼩児
救急医療体制を確保する。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ ⼩児救急医療⽀援事業の補助事業者数︓４市１町、１広域市町村圏
事務組合 

アウトプット指標 
（達成値） 

・ ⼩児救急医療⽀援事業の補助事業者数︓５市、１広域市町村圏事務
組合（1 町が市に昇格） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓ 24 時間体制で⼩児⼆次救急医療
体制が確保されている⼆次医療圏（H29︓７医療圏）の維持 
観察できなかった 
観察できた     →  指標︓ ７医療圏（H29） → ７医療圏（H30） 
（１）事業の有効性 

⼩児初期医療機関と⼆次救急医療機関が連携して⼩児救急医療体制を
確保することで、集中する⼩児救急患者を⻑時間待たせることなく診察でき、ま
た、⼆次医療機関の⼩児科医の負担軽減にも繋がっている。 
（２）事業の効率性 
 地域の実情に応じて⼩児初期医療機関、⼆次救急医療機関が連携して⼩
児救急医療体制を確保することにより、⼀部の⼩児科医に負担が偏ることなく、
当該地域の⼩児救急医療体制を効率的に維持できる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.20（医療分）】 

⼩児救急医療電話相談事業 
【総事業費】 

46,071 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託） 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護
ニーズ 

不要不急な時間外受診による⼩児科医の負担を軽減するため、かかりつけ医
が診療を⾏っていない夜間・休日における⼩児の急な病気やケガに関する保護者
等の不安を軽減する必要がある。 
アウトカム指標︓⼩児初期救急患者数の抑制（H27:159,385名→H30:15
６,994 名） 

事業の内容 
（当初計画） 

夜間・休日における⼩児の急な病気やケガに関する保護者等からの電話相談
に対し、看護師⼜は⼩児科医が対処法について助⾔することで、保護者等の不
安軽減を図るとともに、救急医療機関への集中を緩和し、⼩児科医の負担軽減
や患者の症状に応じた適切な医療機関の提供を図る。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ ⼩児救急医療電話相談件数︓５万件 

アウトプット指標 
（達成値） 

・ ⼩児救急医療電話相談件数︓５６，０８０件 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓⼩児初期救急患者数の抑制 
観察できなかった 
観察できた   →  指標︓（H29）157,791 名→（H30）156,994 名  
（１）事業の有効性 
 電話相談件数は、毎年3万件前後を推移していたが、平成27年度の相談時
間拡⼤により、平成 28 年度以降、5 万件以上の相談を受けており、また、相談
者が納得した件数（55,903 件（99.7％））からも、当該事業のニーズ及び
有効性は⾼く、県内全域において活⽤されていると⾔える。 
（２）事業の効率性 
 当該事業は保護者の不安軽減を図るだけでなく、県内全域を対象として夜間・
休日の電話相談を受け付けることにより、効率的に⼩児科等各医療施設の負担
を軽減することができる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.21（医療分）】 

医療勤務環境改善⽀援センター運営事業  
【総事業費】 

5,719 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護
ニーズ 

交代制勤務、⻑時間労働など厳しい勤務環境が、医師や看護師等医療従
事者の離職の⼀因となっており、職員の確保に苦慮している医療機関が多い。ま
た、教育した職員が離職し、新たな職員を⼊れると再度教育が必要になり、経営
効率が悪くなると同時に、医師や看護の質の低下を招きかねない。 
アウトカム指標︓医療勤務環境改善計画を策定した医療機関数の増加 
（H29:222 か所→H30:250 か所） 

事業の内容 
（当初計画） 

医師・看護師等の医療スタッフの離職防⽌や医療安全の確保等を図るため、
医療分野の労働環境改善マネジメントシステムを活⽤して、医業経営、労務管
理等、医療機関を総合的に⽀援する。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ センターの⽀援により勤務環境改善計画を策定する医療機関数︓年間 10
医療機関 

アウトプット指標 
（達成値） 

・ センターの⽀援により勤務環境改善計画を策定する医療機関数︓年間 6 医
療機関 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓医療勤務環境改善計画を策定した医
療機関数  
観察できなかった 
観察できた      →  指標︓H29︓222 か所→H30︓250 か所 
（１）事業の有効性 

医療勤務環境改善計画策定に取り組む医療機関へのアドバイザー派遣に加
え、H28 年度からは医療機関が⾃主的に実施する研修会への講師派遣も開始
し、勤務環境改善に取り組む必要性について理解が進んだ。今後も事業を継続
し、医療勤務環境改善に取り組む医療機関の更なる増加を図る。 
（２）事業の効率性 

医療勤務環境改善に関する情報提供から相談・⽀援等をワンストップで⾏うこ
とにより、医療機関に対する⽀援が効率的に実施されている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.22（医療分）】 

⼥性医師確保⽀援事業 
【総事業費】 

42,000 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 各医療機関 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護
ニーズ 

本県の医療施設に従事する医師に対する⼥性医師の割合は年々増加傾向
にあるが、⼀⽅で、結婚・出産・育児等をきっかけとして離職する⼥性医師が少な
くない。多くの⼥性医師が短時間勤務制度等を利⽤することで現場復帰できてい
るが、県内病院における短時間勤務等の導⼊は代替医師の確保やコスト増を伴
うため、導⼊が進んでいない。 
アウトカム指標︓県内の医療施設従事医師数（⼥性）の割合を全国平均に
引き上げ（H28︓19.8%→H30︓21.1%） 

事業の内容 
（当初計画） 

短時間勤務などを導⼊し、⼥性医師の勤務環境改善に取り組む県内の医療
機関に対し、財政⽀援を⾏う。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ 短時間勤務導⼊促進事業の利⽤者数︓17 名 

アウトプット指標 
（達成値） 

・ 短時間勤務導⼊促進事業の利⽤者数︓5 名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓県内の医療施設従事医師（⼥性）
割合 
観察できなかった 
観察できた      →  指標︓ H28︓19.8%→H30:20.4%  
目標とする指標には到達しなかったが、県内の医療施設従事医師数（⼥性）の割

合は増加したので、事業を継続していく。 
（１）事業の有効性 
 短時間勤務や当直免除制度を導⼊する医療機関数が増えており、事業効果
については評価できる。 
（２）事業の効率性 
 県や県医師会等関係団体による広報及び医療機関や⼥性医師へのアンケー
ト等により、対象者及び対象医療機関の掘り起しを図るとともに、事業の効果的
な実施を推進した。 

その他  
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

事業名 
【No.23（医療分）】 

⼥性医師キャリア形成⽀援事業 
【総事業費】 

4,295 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（⼀部委託） 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

⼥性医師が働き続けるためには、医師としてのキャリアを形成しつつ、⼥性⾃身が医師
としてのやりがいを持ち続けることが重要であるが、⼥性医師は、職場でのロールモデルとな
る先輩医師が少なく孤⽴しがちであり、様々な境遇や年代の⼥性医師同⼠がつながる機
会を設けることは、やりがいの維持・向上に有効である。しかし、現状では、⼥性医師同⼠
が交流できる機会は、⼀部の都市医師会や⼤学病院などに限られている。 

アウトカム指標︓県内の医療施設従事医師数（⼥性）の割合を全国平均に引き上げ
（H28:19.8%→H30:21.1%） 

事業の内容 
（当初計画） 

① ⼥性医師のキャリア形成を⽀援するため、ネットワーク作りを目的とした交流会を開催
する。 

② ⼥性医師の就業継続意欲の向上や男性の意識改⾰を図るため、ライフステージに応
じたキャリアプランの提案やロールモデルなどを紹介するガイドブックを作成する。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

交流会参加者数︓200 名 

アウトプット指標 
（達成値） 

交流会参加者数︓119 名 
ガイドブック作成︓444 冊配布 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓県内の医療施設従事医師数（⼥性）の割
合を全国平均に引き上げ 
観察できなかった  
観察できた  → 指標︓H28︓19.8%→H30︓20.4％ 
           事業開始１年目で目標達成できなかったが、県内の医療施設従事

医師数（⼥性）の割合は増加したので、事業を継続していく。 
（１）事業の有効性 

交流会後のアンケートにて、講演の内容や他医師との交流ができて良かったとの意⾒が
多く⾒られ、⼥性医師のネットワークづくりやキャリア形成の⽀援に繋がったと評価できる。 
（２）事業の効率性 

交流会開催の医療機関に関係する医師会や近隣医療機関にも周知し、参加を呼び
掛けたことで、地域全体に⼥性医師のキャリア形成⽀援を促すことができた。また、ガイド
ブックを作成し、医師だけでなく、医学⽣にも配布することで、早い段階からキャリアプランを
考える機会を提供できた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.24（医療分）】 

産科医療確保対策事業 
【総事業費】 

21,656 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 各病院 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

産科医不⾜を解消するため、⼥性医師が育児等をしながら働ける労働環境を作ること
が必要。 
アウトカム指標︓⼈⼝ 10 万⼈対産科・産婦⼈科医数が全国平均（42.9 ⼈）
以上の区域数の増加（Ｈ28︓4 区域） 

事業の内容 
（当初計画） 

産科院内保育所に対する運営費の補助を⾏うもの。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ 補助施設数︓3 施設 

アウトプット指標 
（達成値） ・ 補助施設数︓3 施設(H30) 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓⼈⼝ 10 万⼈対産科・産婦⼈科医数が全国
平均（42.9 ⼈）以上の区域数の増加 
観察できなかった →  指標︓H28︓4 区域 
観察できた   
 
平成 30 年度の医師・⻭科医師・薬剤師調査結果の公表後観察する。 
（１）事業の有効性 

本事業は、産科医療現場の⼥性医師の確保のため⽀援を⾏うものであり、産科院内
保育所の安定的な運営に繋がり、⼥性医師の離職防⽌に繋がったと考える。 
（２）事業の効率性 
 産科院内保育所の安定的運営の⼀助となり、⼥性医師が離職することなく働き続けら
れるため効率的である。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.25（医療分）】 

救急医療確保対策事業 
【総事業費】 

90,000 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県医師会 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護
ニーズ 

休日・夜間等における救急搬送が増加する⼀⽅、対応する医師の不⾜等によ
って、⼗分な救急医療体制を確保することが困難となっており、在宅当番医制度
及び休日・夜間急患センター運営のための経費への補助を⾏うことで、地域にお
ける救急医療従事者の確保を図り、もって救急医療体制の整備を図ることが急
務である。 
アウトカム指標︓ 
休日・夜間急患センターの運営数:22 ヶ所（H29）→22 ヶ所（H30） 
在宅当番制の実施地区数:23 地区（H29）→17 地区（H30） 

事業の内容 
（当初計画） 

休日・夜間における救急医療体制の整備に係る医療従事者の確保等に係る
経費への補助。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ 補助郡市区医師会数︓30 医師会 

アウトプット指標 
（達成値） 

・ 補助郡市区医師会数︓30 医師会 

事業の有効性・効率性 事業終了後1年以内のアウトカム指標︓休日・夜間急患センター運営数の維持 
観察できなかった 
観察できた 
→休日・夜間急患センター運営数の維持  

指標︓22 ヶ所（H29）→22 ヶ所（H30） 
→在宅当番制の実施地区数の維持 
  指標︓23 地区（H29）→17 地区（H30） 
（１）事業の有効性 
 休日・夜間における救急医療を担う、在宅当番医制度及び休日・夜間急患セ
ンター運営のための経費を補助することで、地域における救急医療従事者を確保
し、救急医療体制の整備が図られた。 
（２）事業の効率性 
 在宅当番医制度及び休日・夜間急患センターの運営に係る費⽤を補助するこ
とにより、休日・夜間における県内の救急医療体制を効率的に維持できる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.26（医療分）】 

寄附講座設置事業 
【総事業費】 

190,000 千円 
事業の対象となる区域 京築、⼋⼥・筑後、⽥川区域 
事業の実施主体 各⼤学 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護
ニーズ 

本県の医師数は全国的にみると恵まれた状況にあるが、地域や診療科によって
は偏在が⾒られ、医師確保が困難な地域に対して、安定的な医師の派遣体制
を確保する必要がある。 
アウトカム指標︓派遣医師数の維持（19 名／⼋⼥・筑後区域︓６名、京築
区域︓２名、⽥川区域︓11 名） 

事業の内容 
（当初計画） 

県内の医学部を有する⼤学に寄附講座を設置し、講座の研究プログラムの⼀
環として、県が指定する保健医療圏の医療機関に対し、医師を派遣する。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ 寄附講座設置⼤学数︓３⼤学 

アウトプット指標 
（達成値） 

・ 寄附講座設置⼤学数︓３⼤学 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓派遣医師数 
観察できなかった 
観察できた      →  指標︓19 名（⼋⼥・筑後区域︓６名、京築区
域︓２名、⽥川区域︓11 名） 
（１）事業の有効性 

本事業により、医師確保が困難な地域の医療機関に対する、安定的な医師
の派遣体制が確保されている。 
（２）事業の効率性 
 本事業は、県内 3 ⼤学に設置した寄附講座から、医師確保が困難な地域へ
直接医師を派遣する者であり、即効性が⾼く、効率的である。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.27（医療分）】 

緊急医師確保対策奨学⾦ 
【総事業費】 

24,000 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護
ニーズ 

比較的医療資源に恵まれた本県においても、産科・産婦⼈科の医師数の減
少が顕著であるなど、診療科による医師の偏在があり、地域医療に従事する医師
の⼀層の増加を図ることで偏在を是正する必要がある。 
アウトカム指標︓奨学⾦貸与者に係る特定診療科での県内従事者数の増加︓
（H29︓３名→H30︓４名） 

事業の内容 
（当初計画） 

久留⽶⼤学医学部に地域医療医師確保特別枠を設け、県内の医療機関に
おいて医師確保が困難な産科、⼩児科、救命救急医療等に将来従事しようとす
る医学部⽣に対して奨学⾦を貸与することにより、地域医療に従事する医師の確
保、診療科による医師の偏在是正を図る。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ 奨学⾦貸与者数︓５名 

アウトプット指標 
（達成値） 

・ 奨学⾦貸与者数︓０名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓奨学⾦貸与者に係る特定診療科での
県内従事者数 
観察できなかった 
観察できた      →   H29︓３名→H30︓４名 
（１）事業の有効性 
 奨学⾦返還免除の要件に、医師確保が困難な診療科等を指定することで、卒
業後に医師の診療科偏在の改善が期待できる。 
（２）事業の効率性 
 医師確保が困難な診療科等をあらかじめ指定しているため、卒後の勤務によっ
て当該診療科等に従事する⼈材を効率的に確保できる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.28（医療分）】 

看護師等養成所運営費補助事業 
【総事業費】 

760,429 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 各看護師等養成所 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護
ニーズ 

2025 年に向けて、⾼齢化等により医療需要が増⼤すると推計されており、地
域の実情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、看護職員が養
成される看護師等養成所の運営を⽀援していくことで、将来必要とされる看護職
員を確保していくことが急務である。 
アウトカム指標︓県内医療機関就職率の向上（H30.3︓72.6→75%以
上） 

事業の内容 
（当初計画） 

県内の看護師等養成所に対して、運営費の加算※を含め、その運営に必要
な経費を補助することにより、養成所の教育内容の向上を図ることを目的とする。 
※ 運営費の加算︓県内就職にかかる取組みへの加算 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ 補助施設数︓36 校 46 課程 

アウトプット指標 
（達成値） 

・ 補助施設数︓36 校 45 課程(H30) 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓県内医療機関就職率の向上 
観察できなかった →  指標︓H30.3︓72.6% → H31.3︓72.1% 
観察できた   
（１）事業の有効性 

県内の看護師等養成所に対して、運営費の加算を含めた補助を実施すること
で、各養成所と地域の医療機関との間で県内就職を促進する取り組みがなされ
始めた。 
（２）事業の効率性 

運営費の加算を設けたことで、柔軟かつ特⾊のある取組が各養成所で⾏わ
れ、今後取組を⾏っていない県下の養成所への効果の波及が期待される。 

その他 目標未達成の原因︓就職説明会を⾏う学校が少ないため、説明会を⾏うように
運営費の加算も併せて周知することで状況改善に努める。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.29（医療分）】 

看護教員養成講習会参加促進事業 
【総事業費】 

33,480 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 各看護師等養成所 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護
ニーズ 

2025 年に向けて、⾼齢化等により医療需要が増⼤すると推計されており、地
域の実情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、看護職員が養
成される看護師等養成所の運営を⽀援していくことで、将来必要とされる看護職
員を確保していくことが急務である。 
アウトカム指標︓看護職員における新卒就業者数の増加（H30.3︓2,574
⼈） 

事業の内容 
（当初計画） 

看護師等養成所が看護教員を専任教員養成講習会に参加させている期
間、代替教員を確保するための費⽤を補助する。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ 看護教員養成講習会の受講者数︓40 名 

アウトプット指標 
（達成値） 

・ 看護教員養成講習会の受講者数︓13 名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓看護職員における新卒就業者数の増
加 
観察できなかった 
観察できた   →  指標︓H30.3︓2,574 ⼈ → H31.3︓2,625 ⼈ 
（１）事業の有効性 

看護教員養成講習会受講者が在籍している看護師等養成所に対して、代替
職員確保について⽀援することで、講習会の参加促進を図る。 
（２）事業の効率性 
 県内の看護師等養成所の看護教員に専任教員養成講習会の受講を促すこと
により、看護師及び准看護師教育に携わる資質の⾼い教員を養成し、看護教育
の充実を図る。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.30（医療分）】 

看護教員養成講習会事業 
【総事業費】 

15,590 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

多様化、⾼度化する看護ニーズに対応する看護職員の養成のため、専任教員に必要
な知識・技術を修得させ、看護教育の充実及び向上を図る必要がある。 

アウトカム指標︓看護職員における新卒就業者数の増加（H30.3︓2,574 ⼈） 

事業の内容 
（当初計画） 

看護師等養成所の専任教員を養成するため、講習会を実施するもの。 
（定員 40 名、講習科目 36 科目 34 単位） 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ 看護教員養成講習会の受講者数︓40 名 

アウトプット指標 
（達成値） ・ 看護教員養成講習会の受講者数︓33 名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓看護職員における新卒就業者数の増加 
観察できなかった 
観察できた  →  指標︓H30.3︓2,574 ⼈ → H31.3︓2,625 ⼈ 
 
（１）事業の有効性 

本事業の実施により、看護師等養成所の専任教員に対して必要な基礎的知識・技
術を修得させることができたと考える。 

また、本事業を継続的に実施することにより、専任教員の未受講率の抑制に繫がる。 
（２）事業の効率性 

看護師等養成所の看護教員に対する集合研修を⾏うことにより、看護教育の均⼀化
が図られ、効率的な資質向上に繋がる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.31（医療分）】 

看護教員継続研修事業 
【総事業費】 

1,231 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託） 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

2025 年に向けて、⾼齢化等により医療需要が増⼤すると推計されており、地域の実
情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、看護師等養成所の教員の資
質向上を図り、養成所における教育の質を⾼めることで、将来必要とされる看護職員を
確保していくことが急務である。 
アウトカム指標︓看護職員における新卒就業者数の増加（H30.3︓2,574 ⼈） 

事業の内容 
（当初計画） 

看護教員の質の向上を図るため、看護教員としての成⻑段階別(新任期、中堅期、
ベテラン期)の研修を実施するもの。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ 研修参加者︓70 名 

アウトプット指標 
（達成値） ・ 研修参加者︓69 名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓看護職員における新卒就業者数の増加 
観察できなかった 
観察できた  →  指標︓H30.3︓2,574 ⼈ → H31.3︓2,625 ⼈ 

（１）事業の有効性 
  看護教員に対する成⻑段階別（新任期、中堅期、ベテラン期）の研修を実施する
ことにより、医療の⾼度化・国⺠ニーズの多様化といった変化に対応した看護知識・技術
を修得させ、看護教員の資質の向上をさせることができた。 
（２）事業の効率性 

 看護教員に対する成⻑段階別（新任期、中堅期、ベテラン期）の研修を実施する
ことにより、県内養成所の看護教育の均⼀化が図られ、効率的な資質向上に繋がる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.32（医療分）】 

看護実習指導者講習会事業 
【総事業費】 

4,333 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託） 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

看護基礎教育の質向上を図るため、看護師等養成所の実習施設における実習指導
者の養成が必要である。 
アウトカム指標︓これまでに養成した看護師等養成所の実習施設における指導者数
（H29 末︓1,438 名→H30 末︓1,550 名） 

事業の内容 
（当初計画） 

養成所の実習施設において実習指導の任に当たる者または予定者を対象に、効果
的な実習指導ができるよう必要な知識・技術を修得させるため、講習会を実施するもの。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ 実習指導者講習会参加者数（40 日）︓82 名 
・ 特定分野講習会参加者数（６日）︓30 名 

アウトプット指標 
（達成値） 

・ 実習指導者講習会参加者数（40 日）︓80 名 
・ 特定分野講習会参加者数（６日）︓30 名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓これまでに養成した看護師等養成所の実習施
設における指導者数 
観察できなかった →  指標︓1,438 名(H29 末) → 1,548 名(H30 末) 
観察できた   
（１）事業の有効性 

本事業の実施により、病院等で実習指導にあたる看護師等に対して必要な知識・技
術を修得させることができたと考える。 
（２）事業の効率性 

看護師等養成所実習施設の実習指導者に対する集合研修を⾏うことにより、看護教
育の均⼀化、質の向上に繋がり、効率的である。 

その他 目標未達成の原因等︓講習会を修了できなかった者がいるため、目標⼈数に達しなかっ
た。今後は、受講⽣への指導を適切に実施し、全員の修了による目標達成に努める。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.33（医療分）】 

看護職員専門分野研修事業 
【総事業費】 

7,644 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

近年の医療の⾼度化・専門化に対して、県⺠の要望に応じることのできる専門性の⾼
い看護職員の育成が必要。 
アウトカム指標︓県内認定看護師数の増加(H29.12:833) 

事業の内容 
（当初計画） 

近年の少⼦⾼齢化の進展や疾病構造の変化による医療の⾼度化・専門分野に対応
し、県⺠の要望に応じることの出来る質の⾼い専門的な看護師である認定看護師を養
成するための教育課程を開講する教育機関に対して開講に係る経費への補助を⾏う。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ 補助養成施設数︓３施設 

アウトプット指標 
（達成値） ・ 補助養成施設数︓３施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓県内認定看護師数の増加 
観察できなかった 
観察できた  →  指標︓833 ⼈(H29.12) → 860 ⼈（H30.7） 

（１）事業の有効性 
認定看護師を養成するための教育機関に対して開講に係る経費を補助することで、

医療の⾼度化・専門化に対応し、県⺠の多様な医療ニーズに応じることができる看護師
を輩出し、医療提供体制の強化を図ることができた。 
（２）事業の効率性 

認定看護師を養成するための教育機関に対して開講に係る経費を補助することで、
医療の⾼度化・専門化に対応し、県⺠の多様な医療ニーズに応じることができる看護師
を効率よく輩出することができた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.34（医療分）】 

新⼈看護職員研修事業 
【総事業費】 

132,208 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（⼀部委託）、各病院 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

2025 年に向けて、⾼齢化等により医療需要が増⼤すると推計されており、地域の実情に応じ
たあるべき医療提供体制を構築していくためにも、新⼈看護職員の離職を防⽌することで、将来
必要とされる看護職員を確保していくことが急務である。 
アウトカム指標︓県内新⼈看護職員の離職率の低下（H28:8.6%→7.6%） 

事業の内容 
（当初計画） 

① 新⼈看護職員の離職防⽌及び質の向上を図るため、病院の新⼈看護職員に対する実践的
な研修体制を確保することを目的としている。新⼈看護職員に対して病院が⾏う OJT研修への
経費補助。 

② 新⼈看護職員研修の推進や教育担当者等の資質向上に向け、委員会等を設け研修の内
容等の検討を⾏う。また新⼈看護職員研修の未実施病院等が導⼊を図るための⽀援を⾏い
地域における連携体制を構築し、新⼈看護職員研修の着実な推進を図るもの。 

③ 新⼈看護職員研修の研修プログラムの策定及び企画⽴案を担う教育責任者を要請するた
めの講習会を開催する。講習会は、国が⽰した新⼈看護職員研修ガイドラインに基づき５日
間の研修を実施する。 

④ 新⼈看護職員の臨地実践に関する実地指導・評価等を担う実地指導者に対する研修を実
施するもの。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

① 新⼈看護職員研修受講者数の増加︓H29 年度実績 2,266 名から 5%増加させる。 
② 新⼈看護職員研修推進協議会参加者数︓７⼈×２回 
③ 新⼈看護職員教育責任者研修受講者数︓75 名 
④ 新⼈看護職員実地指導者研修受講者数︓150 名 

アウトプット指標 
（達成値） 

① 新⼈看護職員研修受講者数の増加︓2,352 名 
② 新⼈看護職員研修推進協議会参加者数︓11 ⼈ 
③ 新⼈看護職員教育責任者研修受講者数︓65 名 
④ 新⼈看護職員実地指導者研修受講者数︓156 名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓県内新⼈看護職員の離職率の低下 
観察できなかった →  参考指標︓8.6%(H28) → 8.2%(H29) 
観察できた   
（１）事業の有効性 

各事業を有機的に実⾏することで、各病院での質の⾼い新⼈看護職員研修が実施され、
研修に係る補助の実施により受講者の増加が図られた。 
（２）事業の効率性 

各病院へ補助することで、それぞれの病院で抱える課題に柔軟に対応でき、県が⼀⻫に集
合研修を実施するよりも効率的と考えられる。また、委託にあたっては、企画公募型プロポーザ
ルを実施することで、多様な主体が参加できる環境を設定し、効率的な事業遂⾏が可能とな
った。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.35（医療分）】 

新⼈看護職員多施設集合研修事業 
【総事業費】 

7,260 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県医師会、福岡県看護協会 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護
ニーズ 

2025 年に向けて、⾼齢化等により医療需要が増⼤すると推計されており、地
域の実情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、新⼈看護職員
の離職を防⽌することで、将来必要とされる看護職員を確保していくことが急務で
ある。 
アウトカム指標︓県内新⼈看護職員の離職率の低下（H27︓9.2％→
H29︓7.8％） 

事業の内容 
（当初計画） 

⼩規模施設や新⼈看護職員が少ない等の理由により、施設単独で完結した
研修ができない施設の看護職員を対象として、県医師会及び県看護協会が集
合研修を実施する。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ 新⼈看護職員多施設集合研修参加者数︓2,200 ⼈ 

アウトプット指標 
（達成値） 

・ 新⼈看護職員多施設集合研修参加者数︓1,924 ⼈(H30) 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓県内新⼈看護職員の離職率低下 
観察できなかった →  参考指標︓ 8.6%(H28) → 8.2%(H29) 
観察できた    
（１）事業の有効性 
 ⼩規模施設等の新⼈看護職員の研修機会を確保することで、医療安全を始
めとするスキルを習得し、質の⾼い医療提供の担い⼿を増加させることができた。 
（２）事業の効率性 
 新⼈看護職員研修に精通した２団体が実施主体となることで、それぞれの強み
を⽣かした研修が展開された。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.36（医療分）】 

看護職員フォローアップ研修事業 
【総事業費】 

57,702 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 各病院 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

2025 年に向けて、⾼齢化等により医療需要が増⼤すると推計されており、地域の実
情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、看護職員の離職を防⽌するこ
とで、将来必要とされる看護職員を確保していくことが急務である。 

アウトカム指標︓常勤看護師離職率の低下（H28:11.9%→10.9%） 

事業の内容 
（当初計画） 

新⼈看護職員研修後の継続研修として、就職後２年目・３年目の新任期看護職
員への研修体制の整備を図るため、新任期看護職員に対し病院が⾏う研修への経費を
補助する。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ 研修受講者数及び実施施設数の増加（H28︓2,280 名、63 施設、H29︓
2,643 名、74 施設） 

アウトプット指標 
（達成値） ・ 研修受講者数及び実施施設数の増加（H30︓2,731 名、77 施設） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓常勤看護師離職率の低下 
観察できなかった →  参考指標︓H28:11.9% → H29︓10.9% 
観察できた   
（１）事業の有効性 

県内の病院に対し、新任期看護職員研修に係る補助を実施することで、新任期看護
職員研修の受講者及び実施施設数の増加が図られた。 
（２）事業の効率性 

各病院へ補助することで、それぞれの病院で抱える課題に柔軟に対応でき、県が⼀⻫
に集合研修を実施するよりも効果的である。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.37（医療分）】 

看護職員復職研修事業 
【総事業費】 

5,282 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託） 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

2025 年に向けて、⾼齢化等により医療需要が増⼤すると推計されており、地域の実
情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、⼦育て等により離職した看護
職員の復職を促進することで、将来必要とされる看護職員を確保していくことが急務であ
る。 

アウトカム指標︓受講後就業率が前年度実績を上回る（H29:62.7%） 

事業の内容 
（当初計画） 

⼦育て等により離職した看護職員を対象とし、最新の知識及び看護技術を再習得さ
せることで職場復帰を促し、働き続けられるよう⽀援するもの。 

① 看護職のための「採血・注射サポート教室」 
② 看護⼒再開発講習会（実践コース）の開催 
③ 地区別復職応援セミナーの開催 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ 研修受講者数︓平成 29 年度①173 名、②43 名、③33 名 

アウトプット指標 
（達成値） ・ 研修受講者数︓平成 30 年度①170 名、②41 名、③28 名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓受講後就業率が前年度実績を上回る
（H29:62.7%） 
観察できなかった  
観察できた     →  指標︓62.7%(H29) → 50.2%（H30） 
  ※ 本⼈の研修や就業に対する意思は強いものの、⼦育て等家庭の事情により研

修が未修了となる⼜は研修を修了し技術の再習得ができても就業までつながらな
いケースが⾒受けられた。結果として目標未達成となったが、当該事業は県内の
看護職員を確保する上で重要なものであるため今後も継続していく。 

（１）事業の有効性 
それぞれ定員を上回る申し込みがあり、離職した看護職員の職場復帰を促す施策とし

ては、需要があり有効であると考えられる。 
（２）事業の効率性 

再就業を希望する⼦育て等により離職した看護職員に対して、最新の看護知識や復
職を容易にする看護技術の研修を⾏うことで、効率よく看護職員の確保を図ることができ
た。 

その他  



   

74 

 

 

  

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.38（医療分）】 

ナースセンターサテライト事業 
【総事業費】 

52,915 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託） 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

2025 年に向けて、⾼齢化等により医療需要が増⼤すると推計されており、地域の実
情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、⼦育て等により離職した看護
職員の復職を促進することで、将来必要とされる看護職員を確保していくことが急務であ
る。 

アウトカム指標︓ナースセンターサテライト利⽤者の再就業者数の増加（H29:879 ⼈) 

事業の内容 
（当初計画） 

平成 27 年 10 月から看護職員の離職時届出制度が開始された。これに先⽴ち、本
県では県ナースセンターのサテライトを４ヶ所設置し、看護職員の確保の充実を図る。
(H26:２ヵ所設置、H27:２ヵ所設置) 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ ナースセンターサテライト利⽤者の増加（H29:12,867 ⼈) 

アウトプット指標 
（達成値） ・ ナースセンターサテライト利⽤者の増加（H30:13,434 ⼈) 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓ナースセンターサテライト利⽤者の再就業者数
の増加 
観察できなかった 
観察できた  →  指標︓879 ⼈(H29) → 889 ⼈(H30) 
 
（１）事業の有効性 

ナースセンターのサテライトを設置し、地区毎の看護職員確保のニーズに対応することで
効果的な看護職員の復職を促すことができた。 
（２）事業の効率性 

ナースセンターのサテライトを設置し、地区毎の看護職員確保のニーズに対応することで
効果的に看護職員の復職を図ることができた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.39（医療分）】 

みんなで話そう看護の出前授業事業 
【総事業費】 

2,288 円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県看護協会 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護
ニーズ 

福岡県の需給⾒通しにおいて、未だに県内の看護職員の数は不⾜しており、
看護職を志し、看護師等学校養成所へ進学する学⽣を確保することが求められ
る。 
アウトカム指標︓県内の看護師等養成所への⼊学者数の増加（平成 29 年
度︓4,770 ⼈） 

事業の内容 
（当初計画） 

看護職を志す動機付けの機会となる「看護の出前授業」を実施する看護協会
に対して事業実施経費の⼀部を補助する。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ 看護の出前授業受講者数︓前年度実績を上回る（平成 29 年度 2,095
名） 

アウトプット指標 
（達成値） 

・ 看護の出前授業受講者数︓3,043 名(H30) 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓県内の看護師等養成所への⼊学者の増加 
観察できなかった →  指標︓4,770 ⼈（H29）→4,768 ⼈（H30） 
観察できた   
（１）事業の有効性 
  県内の中学⽣・⾼校⽣を対象に看護職の仕事について出前授業を実施する
ことで、看護師等学校養成所への進学意欲を⾼める動機付けの機会を提供でき
た。 
（２）事業の効率性 
  看護協会が実施する出前授業を補助することで、看護職を志す動機付けの
機会を効率的に提供できた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.40（医療分）】 

看護補助者確保⽀援事業 
【総事業費】 

32,090 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託） 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

 看護補助者の不⾜により、看護補助者に任せられる業務までを看護師が⾏うことで負
担となっており、看護の質の確保が困難となっている。 

アウトカム指標︓派遣看護補助者総数の増加（29 年度まで 1,205 名） 

事業の内容 
（当初計画） 

看護職員の業務を補助する看護補助者を医療機関へ派遣する。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ 派遣看護補助者数︓22 名 

アウトプット指標 
（達成値） ・ 派遣看護補助者数︓28 名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓派遣看護補助者総数の増加 
観察できなかった  
観察できた →  指標︓1,209 名（〜H29 末）→1,237 名（H30 末） 

（１）事業の有効性 
本事業の実施により、看護職員が本来の看護業務に専念できる体制整備を

促進し、患者の療養環境の向上が図られる。 
（２）事業の効率性 

各病院に看護補助者派遣に係る経緯を補助することにより、看護職員の業務
改善が図られ、病院の勤務環境改善の取組がスムーズに進むものと考えられる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.41（医療分）】 

看護師宿舎施設整備事業 
【総事業費】 

262,719 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 各病院 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

県内看護師の確保、離職防⽌のため、看護師宿舎の整備にかかる⽀援が必要であ
る。 
アウトカム指標︓新規に看護師宿舎を整備することで、看護師宿舎を利⽤することができ
る看護師数を 110 名増加させる。 

事業の内容 
（当初計画） 

看護師宿舎の整備にかかる費⽤を補助するもの。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ 施設整備実施数︓２施設(４棟) 

アウトプット指標 
（達成値） ・ 施設整備実施数︓２施設(４棟)(H30) 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓ 
観察できなかった  
観察できた   → 指標︓看護師宿舎新規利⽤者数︓114 名(H30) 
（１）事業の有効性 

本事業の実施により、看護職員の勤務環境の改善が図られる。 
（２）事業の効率性 

各病院に対して宿舎施設整備のための必要経費を補助することにより、看護
職員の勤務環境の改善が図られ、病院の勤務環境改善の取組がスムーズに進
むものと考えられる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.42（医療分）】 

看護師勤務環境改善施設整備事業 
【総事業費】 

32,673 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 各病院 
事業の期間 平成 30 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

医療ニーズの多様化に加え、交替制勤務や⻑時間労働など厳しい勤務環境が看護
職員の離職の⼀因となっていることから、良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制
を確保する必要がある。 

アウトカム指標︓常勤看護師離職率の低下（H28:11.9%→10.9%） 

事業の内容 
（当初計画） 

看護職員が働きやすい勤務環境の改善に必要な、医療の⾼度化に対応可能なナー
スステーションの拡充、処置室及びカンファレンスルーム等の拡張、新設等にかかる施設整
備費を補助する。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

・ 施設整備実施数︓２施設(H30) 

アウトプット指標 
（達成値） ・ 施設整備実施数︓０施設(H30) 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標︓常勤看護師離職率の低下 
観察できなかった →  参考指標︓H28︓11.9% → H29︓10.9% 
観察できた     
 
（１）事業の有効性 

 本事業の実施により、医療の⾼度化に対応可能なナースステーションの拡充、ナースコー
ルの設置等、看護職員の勤務環境の改善が図られる。 

 
（２）事業の効率性 
  各病院に対して施設整備のための必要経費を補助することにより、看護職員の業務導線

等の改善が図られ、病院の勤務環境改善の取組がスムーズに進むものと考えられる。 
 

その他  
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 事業区分３：介護施設等の整備に関する事業 
 

 
事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業  
事 業 名 【NO.1】 

福岡県介護施設等整備事業 
【総事業費】 

584,198 千円 
事業の対象と
なる区域 

 全区域 

事 業 の 
実施主体 

 県、市町村 

事業の期間  平成 30 年４月１日〜令和２年３月 31 日 
 ☑継続 ／ □終了 

背 景 に あ る医
療・介護ニーズ 

 介護療養病床については、介護医療院等への転換を促進することとなっている。 
 アウトカム指標︓介護療養病床の減少 

事業の内容 
(当初計画) 

介護療養病床の廃⽌期限である令和６年３月末に向けて、介護医療院等への転換整備
を⽀援する。 

アウトプット指
標（当初の目
標値） 

 介護療養病床転換  ４４９床 → ７０６床 

アウトプット指
標（達成値） 

 介護療養病床転換  ２９８床 

 
事業の有効
性・効率性 

（１）事業の有効性 
介護保険法の改正により、平成 30 年４月１日から、介護療養病床の転換先として新たな

介護保険施設である介護医療院が設けられ、概ね計画的に転換整備が進んでいる。 
（２）事業の効率性 

調達の効率化を図るため、⾏政の⼿法を紹介することにより施設整備を進めた。 
そ の 他  特になし。 
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 事業区分５：介護従事者の確保に関する事業 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.1】 

 介護⼈材確保・定着促進ネットワーク事業 
【総事業費】 

3,697 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県 
事業の期間 平成３０年８月〜平成３１年３月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

「福岡県介護⼈材確保・定着促進協議会」を設置するとともに、そ
の中に２つの部会（参⼊促進部会、環境改善・⼈材育成部
会）を設置 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

 協議会︓年３回開催 部会︓年６回開催 

アウトプット指標（達成
値） 

・福岡県介護⼈材確保・定着促進協議会  
２回開催 
・参⼊促進部会 
:２回開催 
・環境改善・⼈材育成部会 
２回開催 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓介護の事業者団体等の
関係団体で構成する協議会を設置し、介護業界の主体的・⾃主
的な取組が促進される。 
観察できた→本事業により福岡県介護⼈材確保・定着促進協議
会を設置し、介護業界の主体的・⾃主的な取組が促進されてい
る。 
（１）事業の有効性 
 本事業により福岡県介護⼈材確保・定着促進協議会を設置
し、介護業界の主体的・⾃主的な取組が促進されている。 
（２）事業の効率性 
 介護関係団体が⼀堂に会することで取組について全体として効
率的に取り組むことができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.2】 

 世界アルツハイマーデー啓発事業 
【総事業費】 

680 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 認知症の⼈と家族の会 
事業の期間 平成３０年４月〜平成３１年３月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

認知症に対する理解促進のためアルツハイマーデー記念日に合わ
せて実施する講演会及び街頭活動に対する⽀援 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

 県内全域で、啓発活動、街頭活動の実施 

アウトプット指標（達成
値） 

（１）2018 年世界アルツハイマーデー記念講演会 
於福岡市 104 ⼈参加 
（２）街頭活動 H30.9.5〜H30.9.22 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓家族に認知症の⼈を持
つ⽅が、実体験に基づき、認知症の⼈を⽀える助け合いの精神の
必要性を周知することで、若者から⾼齢者まで認知症に対する理
解が深まる。 
観察できた→ 記念講演会や街頭活動を⾏うことで、若者から⾼
齢者まで認知症に対する理解が深まっている。 
（１）事業の有効性 
  記念講演会や街頭活動を⾏うことで、若者から⾼齢者まで認
知症に対する理解が深まっている。 
（２）事業の効率性 
 記念講演会や街頭活動を⾏うことで、認知症に対する知識を効
率的に伝えている。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.3】 

 がん教育等を通じた介護⼈材確保⽀援事業 
【総事業費】 
15,003 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県医師会 
事業の期間 平成３０年４月〜平成３１年３月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

冊⼦などの啓発ツールを作成し中学校等に配布する。 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

⼩学校、中学校、⾼等学校、⼤学、専門学校に冊⼦等啓発ツー
ルを配布 

アウトプット指標（達成
値） 

・⼩学⽣向け冊⼦ 
 23,628 部配布 
・中学・⾼校⽣向け冊⼦ 
 18,750 部配布 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓対象者のニーズに合わせ
た冊⼦等を作成し、県⺠等に配布することで、介護に関する理解・
知識が深まる。 
観察できた→冊⼦等の配付により県⺠等に介護に関する理解・知
識が深まっている。 
（１）事業の有効性 
 冊⼦等の配付により県⺠等に介護に関する理解・知識が深まっ
ている。 
（２）事業の効率性 
 冊⼦等を年齢層別・理解度別に作成することで効率的に介護に
関する知識を伝えることができる。 

その他  
 
  



   

83 

 

 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.4】 

 「介護の仕事」理解促進事業 
【総事業費】 
11,186 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 平成３０年８月〜令和２年３月 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

中学⽣、⾼校⽣、⼤学⽣等を対象として、学校の休日を活⽤し、
「介護の仕事」を正しく理解してもらうのための、⾼齢者ふれあい体
験や施設⾒学、就業体験を実施 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

 中学⽣、⾼校⽣︓県内４地区 年２回、⼤学⽣は県内２地
区で年１回 

アウトプット指標（達成
値） 

県内４地区（福岡・北九州・筑豊・筑後）で実施 
参加者（中学⽣、⾼校⽣、⼤学⽣コースの３コース） 
H30:中学⽣ 7 回、⾼校⽣ 7 回 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓介護の現場で実際に
「⾒る」、「聞く」、「肌で感じる」ことにより、将来を担う若者に、介護
の仕事に対する正しい理解を促し、職業の選択肢として動機づけが
⾏われる。 
観察できた→中・⾼・⼤学⽣に介護の現場でふれあい体験を⾏うこ
とで介護の仕事に対する正しい理解が促されている。 
（１）事業の有効性 
 中・⾼・⼤学⽣に介護の現場でふれあい体験を⾏うことで介護の
仕事に対する正しい理解が促されている。 
（２）事業の効率性 
 中学⽣、⾼校⽣、⼤学⽣に介護の現場を直接体験してもらうこと
で効率的に介護に対する正しい知識を伝えることができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.5】 

 中学⽣・⾼校⽣に対する介護施設等へのイン
ターンシップ事業 

【総事業費】 
824 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県介護福祉⼠会 
事業の期間 平成３０年４月〜平成３１年３月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

中学校及び⾼校のインターンシップ促進のため、受⼊れ可能な介
護施設の情報をホームページに掲載して情報発信を⾏う。 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

インターンシップ受⼊れ可能な介護施設情報のホームページ掲載 

アウトプット指標（達成
値） 

ホームページ掲載数 
 受⼊可能施設・事業所 30 か所 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓受⼊可能施設・事業所
の情報を提⽰することによりインターンシップを促進し、中学⽣及び
⾼校⽣の職業の選択肢として、介護を選択する動機付けが⾏われ
る。 
観察できた→介護を⾏う施設・事業所における中学⽣・⾼校⽣の
インターンシップが促進されている。 
（１）事業の有効性 
 介護を⾏う施設・事業所における中学⽣・⾼校⽣のインターンシッ
プが促進されている。 
（２）事業の効率性 
 受⼊可能施設・事業所の情報をホームページに掲載することによ
り、中学・⾼校の教員がインターンシップを⾏う際のアクセスが容易に
なる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.6】 

 介護⼈材養成・就職⽀援事業 
【総事業費】 
18,219 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 平成３０年４月〜平成３１年３月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

福祉⼈材センターへの就職⽀援専門員の配置、就職⽀援、研
修・職業紹介の⼀体的な実施、離職した介護福祉⼠の届出制度
を活⽤した再就職の促進を⾏う。 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

職業紹介による介護職就業者数 55 ⼈ 

アウトプット指標（達成
値） 

就職者数 45 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓就職⽀援専門員による
きめ細かな職業紹介、離職した介護福祉⼠届出制度による再就
職の促進などにより、厳しい状況にある介護⼈材確保を改善する。 
観察できた→就職⽀援専門員によるきめ細かな職業紹介などによ
り、介護現場への就職につながっている。 
（１）事業の有効性 
 就職⽀援専門員によるきめ細かな職業紹介などにより、介護現
場への就職につながっている。 
（２）事業の効率性 
 福祉⼈材センターに就職⽀援専門員を配置し、研修や職業紹
介などを⼀体的に実施することにより、効率的に就職⽀援を⾏うこと
ができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.7】 

 介護施設等における看取り研修事業 
【総事業費】 

537 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県看護協会 
事業の期間 平成３０年４月〜平成３１年３月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

「看取りケア」を、介護施設等の看護師が⾃信をもって多職種と協
働しながら看取り⽀援を⾏うことができるよう実施する、看取りに係
る研修への⽀援 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

 研修開催１回／年 
 受講者７５⼈／年 

アウトプット指標（達成
値） 

研修開催 １回 
受講者 155 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓介護施設等における看
護職が、看取り期にある本⼈・家族に対して、その意思を尊重しな
がら、安らかに最後を迎えられるための⽀援が⾏われる。 
観察できた→本事業を⾏うことで介護施設等における看護職によ
る⽀援が⾏われている。 
（１）事業の有効性 
 本事業を⾏うことで介護施設等における看護職による⽀援が⾏
われている。 
（２）事業の効率性 
 介護施設等における看護職に対して直接研修を⾏うことで効率
的な看取りに関する情報を伝えることができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.8】 

 介護職員喀痰吸引等研修事業 
【総事業費】 

1,685 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 平成３０年４月〜平成３１年３月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

喀痰吸引等研修の講師を養成する。 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

 養成⼈数 200 ⼈ 

アウトプット指標（達成
値） 

 養成⼈数 47 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓⾼齢化の進⾏による医
療ニーズの増⼤に対応するため、たんの吸引等を実施できる介護
職員養成のための講師が養成される。 
観察できた→本事業の実施によりたんの吸引等を実施できる介護
職員養成のための講師が養成されている。 
（１）事業の有効性 
 本事業の実施によりたんの吸引等を実施できる介護職員養成の
ための講師が養成されている。 
（２）事業の効率性 
 本事業の実施によりたんの吸引等を実施できる介護職員養成の
ための講師を効率的に養成することができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.9】 

 ケアプラン作成技術向上事業 
【総事業費】 

1,511 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県介護⽀援専門員協会 
事業の期間 平成３０年４月〜平成３１年３月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

実務に従事する介護⽀援専門員の資質向上のために、ケアプラン
作成技術向上アドバイザー（ケアプラン点検指導者）を養成し、
居宅介護⽀援事業所等へ派遣することへの⽀援 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

 ①ケアプラン点検指導者の養成︓５０⼈ 
 ②ケアプラン点検指導者の派遣︓１６回 

アウトプット指標（達成
値） 

①ケアプラン点検指導者の養成︓12 ⼈ 
②ケアプラン点検指導者の派遣︓6 回 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓サービス利⽤者の⾃⽴
⽀援につながるケアプランを作成できるよう、介護⽀援専門員のケア
プラン作成技術が向上する。 
観察できた→本事業によって介護⽀援専門員のケアプラン作成技
術が向上している。 
（１）事業の有効性 
 本事業によって介護⽀援専門員のケアプラン作成技術が向上し
ている。 
（２）事業の効率性 
 実務に従事する介護⽀援専門員に研修を実施することで効率
的に介護⽀援専門員に対してケアプラン作成技術を伝えることがで
きる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.10】 

 主任介護⽀援専門員研修事業（介護⽀援
専門員⽀援事業） 

【総事業費】 
14,673 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県介護⽀援専門員協会 
事業の期間 平成３０年４月〜平成３１年３月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

制度の根幹を担う介護⽀援専門員の資質の向上を図り、適切な
活動を推進するため、研修の実施及び⽀援体制の整備等を⾏うも
の。 
主任介護⽀援専門員研修 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

 主任介護⽀援専門員研修対象者数︓510 ⼈／年 

アウトプット指標（達成
値） 

主任介護⽀援専門員研修（６日間×２コース） 
対象︓受講要件（⼀定の実務経験等）を満たしている地域包
括⽀援センター職員及び介護⽀援専門員 
 受講者 558 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓制度の根幹を担う介護
⽀援専門員の資質の向上を図り、適切な活動が推進される。 
観察できた→研修の実施により介護⽀援専門員資質向上が図ら
れ適切な活動が推進されている。 
（１）事業の有効性 
 研修の実施により介護⽀援専門員資質向上が図られ適切な活
動が推進されている。 
（２）事業の効率性 
 研修の実施により効率的な資質の向上が図られている。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.11】 

 介護業務における介護職員の腰痛予防研修
事業 

【総事業費】 
517 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県理学療法⼠会 
事業の期間 平成３０年４月〜平成３１年３月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

県内４地区で、理学療法⼠が介護施設及び訪問介護事業所で
稼働する介護職員を対象に、腰痛予防の知識や腰痛予防体操に
よって、介護業務における腰部の過重な負担の軽減を図る研修会
を実施する。 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

・研修会は県内全域を対象に１回実施。 

アウトプット指標（達成
値） 

研修会の開催︓１回 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓県内全域を対象として
理学療法⼠が介護施設及び訪問介護事業所で稼動する介護職
員に対する研修会を実施することで、介護業務における腰部の過
重な負担の軽減を図る。 
観察できた→本事業により介護職場の環境改善が図られている。 
（１）事業の有効性 
 本事業により介護職場の環境改善が図られている。 
（２）事業の効率性 
 理学療法⼠が研修講師を務めることで専門的な知識を介護職
員に効率的に伝える。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.12】 

 訪問介護サービス提供責任者就任前等研修
事業 

【総事業費】 
1,606 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県介護福祉⼠会 
事業の期間 平成３０年４月〜平成３１年３月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

県内全域を対象に、就任前または就任後１年未満のサービス提
供責任者を対象として研修会を実施する。なお研修は日本ホーム
ヘルパー協会が標準として提⽰したサービス提供責任者就任前研
修カリキュラムに準拠して実施する。 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

・研修会は県内全域を対象に１回実施。 
 

アウトプット指標（達成
値） 

研修会の開催︓１回 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓就任前または就任後１
年未満のサービス提供責任者を対象として研修会を実施することに
より介護⼈材の定着に資する。 
観察できた→本事業により介護職場の環境改善が図られている。 
（１）事業の有効性 
 本事業により介護職場の環境改善が図られている。 
（２）事業の効率性 
 就任前または就任後１年未満のサービス提供者に対象を絞るこ
とで研修を通じて有効な知識を効率的に伝えることができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.13】 

 看護管理者等の管理能⼒向上事業 
【総事業費】 

459 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県看護協会 
事業の期間 平成３０年４月〜平成３１年３月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

介護施設等の看護管理者等を対象とした研修会と参加者の交流
会を⾏う。 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

研修開催︓１回 
受講者︓50 ⼈ 

アウトプット指標（達成
値） 

研修︓1 回開催 
受講者︓40 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓介護施設等の看護管
理者等を対象として研修会を実施することにより、介護職員及び看
護職員の雇⽤管理環境等の改善を図る 
観察できた→本事業により介護職場の環境改善が図られている。 
（１）事業の有効性 
 本事業により介護職場の環境改善が図られている。 
（２）事業の効率性 
 介護施設等における看護管理者等に対して直接研修を⾏うこと
で雇⽤管理環境の改善等に関する情報を効率的に伝えることがで
きる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.14】 

 かかりつけ医認知症対応⼒向上研修事業 
【総事業費】 

2,515 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託事業） 

北九州市 
福岡市 

事業の期間 平成３０年４月〜平成３１年３月 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

かかりつけ医の認知症ケアに関する知識や技術、また、認知症の各
段階での適切な対応⽅法の修得を目的とした研修の実施への⽀
援 
 【カリキュラム】 
  ・認知症に関する基礎知識 
  ・認知症の診断 
  ・認知症の治療とケア 
  ・関係機関との連携 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

 ・県︓    １８０⼈ 
 ・福岡市︓ １００⼈ 
 ・北九州市︓ ８０⼈ 

アウトプット指標（達成
値） 

かかりつけ医認知症対応⼒向上研修 
 参加者 139 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓かかりつけ医等、認知症
患者と接することの多い医療・介護従事者が、認知症に関する正し
い知識と理解に基づき、本⼈や家族への適切な対応に資する。 
観察できた→本事業の実施により医師、医療介護従事者が認知
症患者や家族への適切な対応を⾏っている。 
（１）事業の有効性 
 本事業の実施により医師、医療介護従事者が認知症患者や家
族への適切な対応を⾏っている。 
（２）事業の効率性 
 認知症患者と接することの多い医療・介護従事者に研修を⾏うこ
とによって効率的に認知症患者等に適切な対応ができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.15】 

 かかりつけ医認知症対応⼒向上フォローアップ
研修事業 

【総事業費】 
5,320 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県医師会 
事業の期間 平成３０年４月〜平成３１年３月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

認知症の早期症状に関する基礎知識の修得等のフォローアップ研
修を実施 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

研修受講者︓1000 ⼈ 

アウトプット指標（達成
値） 

かかりつけ医認知症対応⼒向上フォローアップ研修 
 参加者 1,706 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓かかりつけ医等、認知症
患者と接することの多い医療・介護従事者が、認知症に関する正し
い知識と理解に基づき、本⼈や家族への適切な対応に資する。 
観察できた→本事業の実施により医師、医療介護従事者が認知
症患者や家族への適切な対応を⾏っている。 
（１）事業の有効性 
 本事業の実施により医師、医療介護従事者が認知症患者や家
族への適切な対応を⾏っている。 
（２）事業の効率性 
 認知症患者と接することの多い医療・介護従事者に研修を⾏うこ
とによって効率的に認知症患者等に適切な対応ができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.16】 

 認知症サポート医養成等研修事業 
【総事業費】 

3,358 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託事業）、北九州市、福岡市 
事業の期間 平成３０年４月〜平成３１年３月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

認知症初期集中⽀援チームの設置促進及び認知症⽀援体制構
築のための研修として、認知症サポート医の養成及びフォローアップ
の研修を実施 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

 （１）認知症サポート医養成研修受講者数︓５２⼈ 
    県︓     ３５⼈ 
    福岡市︓  ２⼈ 
    北九州市︓ １５⼈ 
 （２）認知症サポート医フォローアップ研修受講者数︓１７４
⼈ 
    県︓      ８６⼈ 
    福岡市︓  ３０⼈ 
    北九州市︓ ５８⼈ 

アウトプット指標（達成
値） 

（１）認知症サポート医養成研修 
 参加者 33 ⼈ 
（２）認知症サポート医フォローアップ研修 
 参加者 97 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓認知症サポート医の養
成とフォローアップを⾏うことにより、各地域において、認知症の発症
初期から状況に応じて、医療と介護が⼀体となった認知症の⼈への
⽀援体制が構築される。 
観察できた→本事業の実施により医療と介護が⼀体となった認知
症の⼈への⽀援体制の構築が図られている。 
（１）事業の有効性 
 本事業の実施により医療と介護が⼀体となった認知症の⼈への
⽀援体制の構築が図られている。 
（２）事業の効率性 
 認知症サポート医に研修を⾏うことで各地域において効率的に認
知症の⼈への⽀援体制を構築することができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.17】 

 認知症初期集中⽀援チーム設置促進事業 
【総事業費】 

1,781 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（⼀部委託） 
事業の期間 平成３０年４月〜平成３１年３月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

認知症初期集中⽀援チームの設置促進及び認知症⽀援体制構
築のための研修を実施。 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

①認知症初期集中⽀援チーム員の研修 
②認知症⽀援体制構築促進のための研修 

アウトプット指標（達成
値） 

①認知症初期集中⽀援チーム員の研修 
 参加者 86 ⼈ 
②認知症⽀援体制構築促進のための研修 
 参加者 108 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓各市町村における⽀援
チームの設置及び推進員の配置の促進が図られる。 
 
観察できた→本事業の実施により、各市町村における⽀援チーム
の設置及び推進員の配置を促進している。 
（１）事業の有効性 
 本事業の実施により、各市町村における⽀援チームの設置及び
推進員の配置を促進している。 
（２）事業の効率性 
 市町村職員を対象にすることで効率的に、各市町村における⽀
援チームの設置及び推進員の配置を促進できる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.18】 

 医療従事者認知症対応⼒向上等研修事業 
【総事業費】 

6,214 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託事業）、北九州市、福岡市 
事業の期間 平成３０年４月〜平成３１年３月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

医療従事者の認知症対応⼒向上を図るための研修を実施。 
①⻭科医師 
②薬剤師 
③看護職員 
④病院勤務の医師等の医療従事者 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

①⻭科医師︓（県）200 ⼈、（北九州市）50 ⼈、（福岡市）200
⼈ 
②薬剤師︓（県）200⼈、（北九州市）50⼈、（福岡市）200⼈ 
③看護職員︓（県）160 ⼈ 
④病院勤務の医師等の医療従事者︓（県）100 ⼈、（北九州市）
200 ⼈、（福岡市）100 ⼈ 

アウトプット指標（達成
値） 

①⻭科医師 91 ⼈ 
②薬剤師 194 ⼈ 
③看護職員 119 ⼈ 
④病院勤務の医師等の医療従事者 
（県）55 ⼈、（政令市）187 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓医療従事者の認知症
対応⼒向上を図り、各種施策を総合的に推進していくことで、認知
症の⼈とその家族が住み慣れた地域で安⼼して暮らしを続けること
ができる体制づくりが推進される。 
 
観察できた→本事業の実施により、医療従事者の認知症対応⼒
向上を図ることで、認知症の⼈とその家族が住み慣れた地域で安
⼼して暮らしを続けることができる体制づくりを推進している。 
（１）事業の有効性 
 本事業の実施により、医療従事者の認知症対応⼒向上を図る
ことで、認知症の⼈とその家族が住み慣れた地域で安⼼して暮らし
を続けることができる体制づくりを推進している。 
（２）事業の効率性 
 医療従事者に研修を⾏うことで効率的に、認知症の⼈とその家
族が安⼼して暮らしを続けることができる体制づくりを推進することが
できる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.19】 

 認知症介護研修事業 
【総事業費】 
22,113 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託事業）、北九州市、福岡市 
事業の期間 平成３０年４月〜平成３１年３月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

⾼齢者介護実務者及びその指導的⽴場にある者に対し、認知症
⾼齢者の介護に関する実践的研修を実施すること、また、認知症
介護を提供する事業所を管理する⽴場にある者等に対し、適切な
サービスの提供に関する知識等を修得させるための研修を実施 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

① 認知症介護指導者フォローアップ研修 
② 認知症対応型サービス事業開設者研修 
③ 認知症対応型サービス事業管理者研修 
④ ⼩規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 
⑤ 認知症介護基礎研修 

アウトプット指標（達成
値） 

○福岡県 
 各研修合計 384 ⼈参加 
○政令市（北九州市・福岡市） 
 各研修合計 474 ⼈参加 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓研修を実施することによ
り、認知症介護技術の向上を図り、認知症介護の専門職員を養
成し、もって認知症⾼齢者に対する介護サービスの充実が図られ
る。 
観察できた→本事業の実施により、認知症介護技術の向上が図
られている。 
（１）事業の有効性 
 本事業の実施により、認知症介護技術の向上が図られている。 
（２）事業の効率性 
 ⾼齢者介護実務者及びその指導的⽴場にある者に研修を⾏うこ
とで、効率的に認知症介護技術の向上を図ることができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.20】 

 居宅系サービス従事者認知症対応⼒向上研
修事業 

【総事業費】 
4,841 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県医師会 
事業の期間 平成３０年４月〜平成３１年３月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

居宅系介護サービス事業所の介護従事者を対象に、認知症の医
学的知識、医療との連携、ケア技術を修得するための初任者職員
対象の研修及びチームのリーダーとなる⼈材を育成するための中堅
職員対象の研修を実施することへの⽀援 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

初任者向け研修及び中堅者向け研修の実施 

アウトプット指標（達成
値） 

初任者向け 
 県内 4 地区×2 回開催 
中堅職員向け 
 2 回開催  
スキルアップ研修 
 4 回開催 
合計 788 ⼈参加 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓居宅系介護サービス事
業所の介護従事者が、認知症に関する正しい知識と理解に基づ
き、適切な対応を⾏うことに資する。 
観察できた→本事業の実施によって介護職員の中堅職員への事
業を実施して、介護従事者が認知症への適切な対応を実施して
いる。 
（１）事業の有効性 
 本事業の実施によって介護職員の中堅職員への事業を実施し
て、介護従事者が認知症への適切な対応を実施している。 
（２）事業の効率性 
 介護職員の中堅職員を対象とすることで、効率的に介護職に対
して認知症に関する正しい知識を伝えることができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.21】 

 訪問介護員等認知症対応⼒向上研修 
【総事業費】 

2,442 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 平成３０年４月〜平成３１年３月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

認知症の⼈とその家族が住み慣れた地域で安⼼して暮らしを続け
ることができる体制づくりのため、訪問サービスの従事者を対象とした
認知症対応⼒向上研修を実施 
 【内容】 ・認知症の知識 
      ・早期対応の重要性 
      ・認知症の⼈と家族に対する⽀援 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

 訪問介護員研修︓４地域で開催 
            各会場１００⼈×４ヶ所 
 介護⽀援専門員研修︓４地域で開催 
               各会場１００⼈×４ヶ所 

アウトプット指標（達成
値） 

・訪問介護員研修 
 4 地区×1 回開催 参加者 206 ⼈ 
・介護⽀援専門員研修 
 4 地区×1 回開催 参加者 148 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓認知症の⼈とその家族
が住み慣れた地域で安⼼して暮らしを続けることができる体制づくり
が推進される。 
観察できた→本事業を⾏うことで認知症の⼈とその家族が安⼼して
暮らしを続けることができる体制づくりを推進している。 
（１）事業の有効性 
 本事業を⾏うことで認知症の⼈とその家族が安⼼して暮らしを続
けることができる体制づくりを推進している。 
（２）事業の効率性 
 訪問介護員及び介護⽀援専門員を研修対象とすることで効率
的に認知症の対応⼒を向上することができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.22】 

 地域互助による認知症⾼齢者⽀援体制づくり
事業 

【総事業費】 
685 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県⾼齢者グループホーム協議会 
事業の期間 平成３０年４月〜平成３１年３月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

認知症対応型共同⽣活介護事業所（認知症⾼齢者グループホ
ーム）の職員を対象に、県内４地区で以下の内容の講義、演習
を⾏う。 
 講義と演習「地域を巻き込む意義と実践」 
 認知症⾼齢者⽀援の模擬訓練視察研修 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

研修︓４ブロックで実施 

アウトプット指標（達成
値） 

・グループホームを対象とした地域の働きかけを⾏う研修 
 参加者 66 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓地域住⺠の助け合い、
世代を超えた住⺠の集まりの場づくり等をサポートすることで、地域
の⼈たちの認知症を正しく理解し、地域で⽀える意識を⾼め、認知
症の⼈やその家族が地域で安⼼して⽣活できるための体制の整備
に資する。 
観察できた→本事業の実施により、グループホーム職員が、地域に
おける認知症の本⼈や家族への適切な⽀援体制構築に向けた役
割を担っている。 
（１）事業の有効性 
 本事業の実施により、グループホーム職員が、地域における認知
症の本⼈や家族への適切な⽀援体制構築に向けた役割を担って
いる。 
（２）事業の効率性 
 グループホームの事業者団体が直接実施することで、より実践的
で効率的に運⽤されている。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.23】 

 ⼀般県⺠、家族介護者向け認知症公開講座
事業 

【総事業費】 
12,922 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県医師会 
事業の期間 平成３０年４月〜平成３１年３月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

認知症の⼈や家族の視点に⽴った認知症対する正しい理解とそれ
に基づく適切な対応を図るための、認知症の⼈や家族と地域住⺠
による意⾒交換会やグループワーク等の研修の実施への⽀援 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

認知症に対する正しい知識の習得等研修の実施 

アウトプット指標（達成
値） 

地域住⺠、家族介護者向け認知症公開講座 
対象︓福岡県内居住の地域住⺠・家族介護者等 
17 回開催 参加者合計 2,480 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓認知症に係る地域での
⽀え合い体制を整備することにより、認知症の⼈やその家族の精神
的・身体的な負担や不安が軽減される。 
観察できた→本事業の実施によって認知症に係る意⾒交換会等
の実施により認知症の⼈やその家族の精神的・身体的な負担や不
安が軽減されている。 
（１）事業の有効性 
 本事業の実施によって認知症に係る意⾒交換会等の実施により
認知症の⼈やその家族の精神的・身体的な負担や不安が軽減さ
れている。 
（２）事業の効率性 
 福岡県内居住の地域住⺠・家族介護者等と意⾒交換等⾏うこ
とで対象者に効率的に働きかけることができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.24】 

 リハビリ専門職の介護予防指導者養成事業 
【総事業費】 

1,229 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 公益社団法⼈福岡県作業療法協会 
事業の期間 平成３０年４月〜平成３１年３月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

地域のあらゆる通いの場で、介護予防の取組を推進するため、リハ
ビリテーション専門職に対し、介護予防推進に係る指導者として必
要な知識の習得を図るための研修会に対する⽀援 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

 県内全域で実施、養成者数８００⼈ 

アウトプット指標（達成
値） 

参加者︓作業療法⼠、理学療法⼠、⾔語聴覚⼠、県・市町村
職員 
 2 回開催 参加者 259 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓⾼齢者の⼼身機能の維
持・向上が図れるように、それぞれの地域で介護予防推進員や住
⺠に対してリハビリテーションを指導できる⼈材が養成される。 
観察できた→本事業の実施によって地域でリハビリテーション指導す
る⼈材が養成されている。 
（１）事業の有効性 
 本事業の実施によって地域でリハビリテーション指導する⼈材が養
成されている。 
（２）事業の効率性 
 リハビリテーション専門職等に対して養成事業を⾏うことで効率的
な育成が推進できる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.25】 

 ⽣活⽀援サービス提供体制整備促進事業 
【総事業費】 

1,023 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県 
事業の期間 平成３０年４月〜平成３１年３月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

⽣活⽀援コーディネーター養成研修 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

 ⽣活⽀援コーディネーターの養成︓３回 

アウトプット指標（達成
値） 

・初任者向け 
 2 回開催 参加者 143 ⼈ 
・現任者向け 
 2 回開催 参加者 145 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓市町村による地域資源
を活⽤した介護予防・⽣活⽀援サービスの提供体制整備を⽀援す
ることにより、⾼齢者が、多様な主体による介護予防・⽣活⽀援サ
ービスの提供を受ける。 
観察できた→本事業の実施によって市町村による地域資源を活⽤
した介護予防・⽣活⽀援サービスの提供体制が整備されている。 
（１）事業の有効性 
 本事業の実施によって市町村による地域資源を活⽤した介護予
防・⽣活⽀援サービスの提供体制が整備されている。 
（２）事業の効率性 
 市町村を⽀援することで効率的に市町村が地域資源を活⽤した
介護予防・⽣活⽀援サービスの提供体制を整備することができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.26】 

 介護予防市町村⽀援事業 
【総事業費】 

3,794 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 平成３０年４月〜平成３１年３月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

・市町村に派遣するリハビリ職の登録 
・リハビリ職の派遣調整 
・説明会の開催 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

市町村の介護予防事業を指導・助⾔するリハビリ職の広域派遣の
仕組みをつくる 

アウトプット指標（達成
値） 

・リハビリ専門職の登録 
 登録者数 379 ⼈ 
・研修会 
対象︓市町村、保健福祉（環境）事務所、介護予防⽀援セン
ター 
 参加者 122 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓市町村が地域において
実施する介護予防事業を⽀援することにより、地域における効果的
な介護予防の推進に資する。 
観察できた→本事業の実施により、介護予防事業を指導・助⾔す
るリハビリ職の広域派遣の仕組みをつくることで、地域における効率
的な介護予防が推進されている。 
（１）事業の有効性 
 本事業の実施により、介護予防事業を指導・助⾔するリハビリ職
の広域派遣の仕組みをつくることで、地域における効率的な介護予
防が推進されている。 
（２）事業の効率性 
 市町村の介護予防事業を指導・助⾔するリハビリ職の広域派遣
により、効率的に介護予防を推進することができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.27】 

 地域ケア会議⽀援事業 
【総事業費】 

2,135 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県 
事業の期間 平成３０年４月〜平成３１年３月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

モデル市町を対象にした、アドバイザーの派遣及び地域ケア会議に
ついて理解を深める研修の実施、専門職向け地域ケア会議助⾔
者養成研修の実施、市町村等の職員を対象とした研修の実施 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

 専門職向けの地域ケア会議助⾔者養成研修︓300 ⼈ 
 市町村等の職員を対象とした研修の受講者数︓240 ⼈ 

アウトプット指標（達成
値） 

・専門職向け地域ケア会議助⾔者養成研修 
・地域包括ケア推進セミナー 
・市町村等の職員を対象とした研修 
 参加者合計 579 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓市町村及び地域包括
⽀援センターによる地域ケア会議の推進に資する。 
観察できた→本事業を実施することで地域ケア会議を推進してい
る。 
（１）事業の有効性 
 本事業を実施することで地域ケア会議を推進している。 
（２）事業の効率性 
 モデル市町を対象にすることで対象を絞り込み、効率的に地域ケ
ア会議を推進することができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.28】 

 介護予防指導者育成事業 
【総事業費】 

200 千円 
事業の対象となる区域 福岡・糸島 
事業の実施主体 糸島市 
事業の期間 平成３０年４月〜平成３１年３月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

介護予防にかかるボランティア養成講座の講師となるリハビリテーショ
ン専門職の育成を⾏う。 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

実施回数︓５回 

アウトプット指標（達成
値） 

・研修会 
 対象︓作業療法⼠、理学療法⼠ 
 1 回開催 参加者 77 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓リハビリテーション専門職
が介護予防に必要な知識や技術を学ぶことで、住⺠主体の通いの
場を⽀援できる体制の構築を図る。 
観察できた→本事業の実施によって市町村における住⺠主体の通
いの場を⽀援できる体制の構築が図られている。 
（１）事業の有効性 
 本事業の実施によって市町村における住⺠主体の通いの場を⽀
援できる体制の構築が図られている。 
（２）事業の効率性 
 糸島市をモデルとして先⾏することで効率的に事業を実施すること
ができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.29】 

 権利擁護⼈材養成事業 
【総事業費】 
23,512 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県、北九州市、福岡市、久留⽶市、中間市、筑紫野市、古

賀市、うきは市 
事業の期間 平成３０年４月〜平成３１年３月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

市⺠後⾒⼈養成のための研修、市⺠後⾒⼈の活動を安定的に実
施するための組織体制の構築、市⺠後⾒⼈の適正な活動のため
の⽀援、その他市⺠後⾒⼈の活動の推進に関する事業を実施す
ることへの⽀援 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

地区別会議、市町村研修会、市⺠後⾒⼈に関する研修の実施 

アウトプット指標（達成
値） 

・市⺠後⾒⼈養成のための研修 
 9 市で開催 参加者 474 ⼈ 
・市⺠後⾒⼈の活動を安定的に実施するための組織体制の構築 
 5 市で実施 
・市⺠後⾒⼈の適正な活動のための⽀援 
 4 市で実施 
・その他市⺠後⾒⼈の活動の推進に関する事業を実施することへ
の⽀援 
 8 市で実施 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓市⺠後⾒制度の体制を
整備・強化することにより、市⺠後⾒⼈といった認知症⾼齢者等の
権利擁護に携わる⼈材の養成と資質の向上に資する。 
観察できた→本事業を実施することで市⺠後⾒⼈の育成や市⺠
後⾒⼈の活動を安定的に実施する組織体制の構築等が図られて
いる。 
（１）事業の有効性 
 本事業を実施することで市⺠後⾒⼈の育成や市⺠後⾒⼈の活
動を安定的に実施する組織体制の構築等が図られている。 
（２）事業の効率性 
 本事業の実施により市⺠後⾒⼈等に効率的に⼈材の育成や組
織体制の構築等ができている。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.30】 

 看護職に対する介護教育研修事業 
【総事業費】 

574 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県訪問看護ステーション連絡協議会 
事業の期間 平成３０年４月〜平成３１年３月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

訪問看護に係る指導者（中堅職員）及び職員を対象に、新⼈
育成及び医療・介護の知識や技能の向上のために実施する研修
に対する⽀援 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

 県内全域で実施、４回開催 

アウトプット指標（達成
値） 

・研修 
 対象︓訪問看護師・他医療従事者 
 4 地区×1 回開催 参加者 122 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓訪問看護に係る看護職
員が、新⼈育成及びタイムリーなテーマで必要な知識や技術を学ぶ
ことで、介護職員の早期離職防⽌・定着促進に資する。 
観察できた→本事業の実施により介護職員の早期離職防⽌・定
着促進が推進されいる。 
（１）事業の有効性 
 本事業の実施により介護職員の早期離職防⽌・定着促進が推
進されいる。 
（２）事業の効率性 
 指導を⾏う中堅職員を対象とすることで、効率的に新⼈育成を
⾏うことができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.31】 

 介護職員管理能⼒向上事業 
【総事業費】 

354 千円 
事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 平成３０年４月〜平成３１年３月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

介護職員に対する⼈事管理、マネジメント、リーダーシップ、⼈材育
成等について、理論講義、グループ討議、演習、⾃⼰診断、事例
研修等の形式による研修会を⾏い、⼩規模事業所のうち定着率
が特に低い事業所に対しては、アドバイザーによる訪問指導を⾏う。 
 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

 研修受講者数︓300 ⼈／年 

アウトプット指標（達成
値） 

県内 4 地区、24 会場で実施 
研修の受講者数 182 ⼈ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓管理者や中堅職員等に
対し、組織マネジメント、リーダーシップ、コーチング理論、具体的な
雇⽤改善⽅策に取組むための研修を実施し、介護職員が安⼼し
て働き続けられる環境整備に資する。 
 
観察できた→本事業により介護職場の環境改善が図られている。 
（１）事業の有効性 
 本事業により介護職場の環境改善が図られている。 
（２）事業の効率性 
 本事業により管理者や中堅職員等に対し知識を効率的に伝達
することができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.32】 

 介護の仕事「⼈材定着・職場環境改善」表彰
事業 

【総事業費】 
2,770 千円 

事業の対象となる区域 北九州 
事業の実施主体 北九州市 
事業の期間 平成３０年４月〜令和２年３月 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

事例の募集︓他の事業所のモデルとなる「⼈材定着・職場環境改
善への取組み」を介護保険事業所に募集 
表彰式︓応募事例を選考後、表彰式において事業所等を表彰す
るとともに、表彰を 
受けた事業所が取り組み内容を発表する。 
広報・啓発︓受賞事業所等について、北九州市が市のホームペー
ジで広報・啓発を図る。 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

・事例募集・選考・表彰は年に１回実施。 

アウトプット指標（達成
値） 

事例募集・選考・表彰 
 H30:1 回実施 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓介護⼈材の定着促進に
積極的に取り組む介護事業所を表彰、その取り組みの公開、他の
介護事業所への周知により、介護の仕事の魅⼒発信や就業環境
の整備に対する意識の向上を図り、介護⼈材の確保や定着促進
に資する。 
 
観察できた→本事業により介護職場の環境改善が図られている。 
（１）事業の有効性 
 本事業により介護職場の環境改善が図られている。 
（２）事業の効率性 
 介護⼈材の定着促進に積極的に取り組む介護事業所を表彰・
公開することで、他の介護事業所に介護の仕事の魅⼒発信や就
業環境の整備に対する意識の向上を効率的に⾏うことができる。 
 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.33】 

 介護福祉施設⼈材定着⽀援セミナー実施事
業 

【総事業費】 
2,909 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県社会福祉協議会 
事業の期間 平成３０年４月〜令和２年３月 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

・新規採⽤職員の早期離職の防⽌や定着を図るためのマネジメン
トについて学び、継続して活躍できる⼈材育成に資するために、介
護福祉施設・事業所の役職員を対象としたセミナーを実施。 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

介護福祉施設⼈材定着⽀援セミナーを年に２回開催 

アウトプット指標（達成
値） 

介護福祉施設⼈材定着⽀援セミナー 
 H30:2 回開催 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓介護福祉施設や事業
所の役職員がマネジメントを学ぶことにより介護職員の職場環境整
備を図り定着率の向上に資する。 
 
観察できた→本事業により介護職場の環境改善が図られている。 
（１）事業の有効性 
 本事業により介護職場の環境改善が図られている。 
（２）事業の効率性 
 介護福祉施設や事業所の役職員に対象を絞ることでセミナーを
通じて有効な知識を効率的に伝えることができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.34】 

 介護ロボット導⼊⽀援事業 
【総事業費】 
29,837 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県 
事業の期間 平成３０年４月〜令和２年３月 

☑継続 ／ □終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

移乗⽀援、移動⽀援、排泄⽀援、⾒守り・コミュニケーション、⼊浴
⽀援、介護業務⽀援の６分野について、介護施設等における介
護ロボットの導⼊を⽀援。先駆的な取組として他の介護施設等へ
の普及を図る。 
・１機器につき最⼤３０万円の補助 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

H30 ５０台／年（例︓1０施設、１施設５機器まで）の導⼊ 
R1 １４事業所、各５台ずつの導⼊を想定 

アウトプット指標（達成
値） 

H30:26 施設 120 台 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓介護ロボットの導⼊を促
進し、介護施設等の介護従事者の負担軽減とともに、介護業務の
効率化が図られる。 
観察できた→本事業実施により、介護施設での介護従事者の負
担軽減、介護業務の効率化が図られている。 
（１）事業の有効性 
 本事業実施により、介護施設での介護従事者の負担軽減、介
護業務の効率化が図られている。 
（２）事業の効率性 
 介護施設の介護ロボット導⼊の負担を軽減することで効率的に
介護ロボット導⼊を促進する。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.35】 

 介護職員キャリアパス構築⽀援事業 
【総事業費】 
18,595 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 平成３０年４月〜平成３１年３月 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には
⾼齢化率（６５歳以上⼈⼝割合）が３０％を超えると予測さ
れ、⽣活習慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期
化していくことが⾒込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護⼈材
９５，２４６⼈を確保する。 

事 業 の 内 容 （ 当 初 計
画） 

介護職員処遇改善加算Ⅰを取得できなかった事業者を主な対象
として、⼈事評価制度や職位・職責に応じた任⽤要件・賃⾦体系
の確⽴等についての助⾔を⾏う。 

アウトプット指標（当初の
目標値） 

 セミナー開催︓２４回 
 アドバイザーの派遣︓３０回 

アウトプット指標（達成
値） 

・セミナー開催 24 回 
・アドバイザーの派遣 30 回 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標︓介護事業者による的確
な⼈事評価や職務に応じた処遇等を基に個々の介護労働者のキ
ャリア管理を⾏っていくことが、職員のやりがいや誇りにつながる。キャ
リアアップを推進することで、介護職員の確保・定着に結び付ける。 
観察できた→本事業により介護事業所でのキャリアアップが推進さ
れている。 
（１）事業の有効性 
 本事業により介護事業所でのキャリアアップが推進されている。 
（２）事業の効率性 
 本事業により事業者に対してキャリアアップに関する知識を効率的
に伝達することができる。 

その他  
 


